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は し が き

財旧 本 情 報 開発 協 会 では、 昭和44年 か ら昭和46年 の3ケ 年 にわ た っ て

「デ ータ バ ンク研究 委 員 会」 を設 け、 デ ータバ・ンク に関 す る調査 研究 を進 め

て きた が、 そ の成 果 につ い て は、 下記 報 告 に ょ りす で に発 表 され てい る。

(1)デ ータ バ ン ク シ ンポ ジ ウ ム(昭 和45年2月)

(2)ア メ リカ のデ ータ バ ンク → 情 報 ネ ッ トワー ク海外 調査 団報 告 書

(昭 和45年6月)

(3)デ ー タバ ンク研究 に関 す る中 間報 告 書(昭 和45年6月)

(4)ア メ リカ のデ ータノ・ンク に関 す る資 料(昭 和46年1月)

(5)カ リフ ォル ニ ア州 のデ ータ バ ンク(昭 和46年6月)

(6)デ ー タ バ ンク研究 報 告(昭 和46年6月)

上 記 デ ータバ ンク に関す る研 究 過程 に おい て、 デ 一夕ノミンク の開発 に先立

って重 要 な こ とは 、 デ ータ ニーズ の把 握 お よびデ ータ収集 等 をい か に行 な う

か とい った デ ータ そ の もの の究 明 を行 な うこ との必 要性 が 痛感 され た。 そ こ

で、 昭 和47年4月 に 「デ ータ 開発 研究 委 員会 」 を 設 け、 デ ータ 開発 に関 す

る研 究 を進 め て きた。 そ の結果 は、昭和48年3月 の 「デ ー タ開発 研 究 報告 」

に詳 らか で あ る。

本年 度 の デ ー タ開 発研 究 委員 会 は 、昭 和47年 度 の研究 成果 をふまえ、具体

的 に情 報 シス テ ムを作成 して、種 々の実 験 を試 み た。 そ の成 果 は 、提 言 と し

して巻 末 に集 約 的 に表現 され て い る。

この報 告 書 は3部 の構 成 か ら な っ てお り、 第1部 で は デ ータ 流通 とそ の フ

レ_ム ワー ク の設 定 、及 び フ レー ム ワーク に おけ る もろ もろの問題 点 の指 摘

とそ の中 か らデ ータ 開発 の方 向 づ けが な され て お り、第2部 では 、 デ ータ 開

発 の問題 点 のニ ーズ ・オ リエ ンテ ィ ッ ドな 立 場 か ら の解 析 が な され、 そ の結

果 が叙 述 さ れ、 第3部 では、 ニーズ サ イ ドの 要請 をマ ネ ジメ ン ト技 術 が ど こ

まで吸 収 し きれ るか が論 じられ、 な か で もフ ァイル シス テ ム の柔軟 性 に関 す

るデ モ ンス トレー シ ョンが 提示 され てい る。



な お、

あ る。

委 員 長

委 員

ノノ

ノノ

ノノ

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

デ ータ 開発 研究 委 員会 は下 記 の メ ンバ ーを もっ て構 成 され た もの で

北川 敏男

足立 哲朗

金成 洋治

工藤 照夫

久保 勲

鈴木 康

鈴木 雪夫

関 学

高瀬 保

中井 浩

林 知己夫

深田 正夫

藤崎 重隆

堀 比 呂志

馬越 善通

水野 武夫

水野 幸男

向井 保

矢島 昭

渡辺 龍雄

.九 州大学名誉教授

日本興業銀行計量 システム開発 室主任部 員

㈱ 日本総合 技術研究所 主任研究員

九州大学理学 部教授

日本電信電話公社東京電気通信局 施設課長

日本 開発銀行 設備投資研究所主任研究員

東京大学教授

興亜石油㈱業務部輸入課長

京都産業大学教授

日本 科学技術情報セ ンター資料 部主任情報員

統計数理研究所第2部 長

日本経 済デー ター開発 セン ター

日本経済新聞社情報企画部

関 西電 力㈱ ニ ューヨーク事務所長

財旧 本車両検査協会常任監事

日本鉄鋼連盟統計部統計管理課長

日本 電気㈱ コンピュータ方式技術本部

第1基 本 プ ログラム開発部部長

通商産業省産業構造課

電力中央研究所電力経済 研究所

通商産業省政策情報 システム開発 室長

この報告 書 は委 員 の協 力 に よ り、 再 三 の討 議 を重 ねた 結果 で あ る。 特 に第

1部 は 中井 浩 委 員 の寄 与 す る ところ が多 い。 また本 報 告 書 の作 成 に当 っては 、

住友 信 託銀 行 国際業 務 部 松 岡 温彦 氏 、 東 京 ガ ス シス テ ムセ ンタ ー東明 佐久 良

氏 、通 産 省情 報 管 理課 入 沢 元氏 、 日本 電 気㈱ 中島 淳氏 の ご援助 を得 た事 を附



記 した い。

な お、 この報 告 書 は 日本 小 型 自動 車 振 興 会 の機 械 工業 振興 資金 に ょる 「デ

ータ 開発 に関 す る研 究 の 昭和48年 度 報 告 書 」 に該 当 す る もの で あ る
。

昭 和49年5月

デ ータ開発 研究 委 員 会

委 員長 北 川 敏男
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第1章 デ ー タの流 通 とそ の機 能 モ デル

人間は、全ての生物 と同様に自然の中にある存在で あり、またい くつかの種類の動物 と同様

に社会 を形成 し、その中でのみ生存 し得 る存在で ある。 しか し、他の全ての動物 と異なり、自

か らの力で 自からの環境を創 り出 し得 る存在で もある。その 自か らの環境を創 り出す力の一つ

が 、人間の外界を記述 し、心の内なる世界を画き出す言語で あり、また他の或る一つが 、その

ままでは価値なきものを価値 ある ものとする技術である。

我 々の社会 は、言語 を通 しての コミュニケーシ ョンに よって維持されてきた。その コ ミュニ

ケーシ ョンは、技術の発展を全て吸収 して発展 してきた。そ して、コミ三ニケーションの発展

は、社会の様相 をも変化させて きた。この コ.ミュニケーシ ョンを社会 との関連において論ず る

立場はすでに長い歴史 をもち、多くの業績がある。また コミュニケーシ・ンを技術 との関連 で

論ずる立場 も、通信理論、通 信工学と して、 ここ30年 ばか りの間に、驚 くべき成果 を生み出

して きた。 しか し、この コミュニケ ーションを、社会 と技術 の双方 との関連 の中で把 えようと

す る試みはまだ 日も浅 く、解明されない多 くの問題を残 している。本委員会が研究 対象 として

きた1「データ開発 「[もその解明不充分なる分野の一つである。 コ ミュニケーションは、人間の

社会においては 、驚 くべ き多くの姿 を もって現われて くる。二人の人間の間での会話、多 くの

人間の間での討議、宇宙ステーシ ョンか らの惑星表面の映像の伝送、組織の中での指令 、通達 、

報告の伝達等である。 これらの中で データ開発は、情報を発生 させる多 くの源があ り、情報を

必要 とする受信体、すなわ ち情報のユーザ ーが数 多 くいる中で、情報を必要 とす る人の所に、

必要 とした時に、必要 とする情報が伝送 され るとい うコ ミュニケーシ ョンにおいて問題 となる

テー マである。

情報 とい う概念は極めて広い もので あり、多くのレベルで取扱 われ る。信号の伝送系では、

伝 送路の上 に乗 る符号のレベルで取扱 われ、またある古代文化 に関する情報では、博物館の一

室 を占める古文書の山や粘土板の累積のレベルで論ぜ られ る。我 々が、ここで問題 とするtlデ

ータ「1は
、社会で知的な生産活動 をしている人に とって必要 とする知識、それが1つ の数値であ

るか、1つ の単語であるか、1つ の記号で あるか、1つ の文であるか、あるいはそれ らの複雑

な組み合 わせで あるかは問わず、その知識の レベルで取扱 う情報である。データを発する多 く

の源があり、それを必要 とする多 くのユーザーがあ り、その相互の間に直接の対応がない とき、

その間にコ ミュニケーションを成立させる仕組みが、データの流通過程である。 このデータ流

通の仕組み は、技術的 にみ る とき信号の伝送の仕組み、すなわち通信工学 よりも複雑 なもので
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ある。信号 の伝送系においては、情報源は、アルファベ ッ トとその文字 の選択規則 によってモ

デル化される。また通信系路は、発信信号 のアル ファベッ トとその中の文字の選択確率 、お よ

び受信信号のアル ファベ ットとその選択確率 によって数学的にモデル化され る。信号伝送の忠

実 さを高めるためには、情報源か らの メッセージを信号 に変換する写像 として符号化が あり、

受 信信号から発信信号を複元する変換 と符号化の逆写像 との複合写像か ら成る復号 化が ある

(図1-1)。

情 報源 発信信号.受 信信号
φ

(X,Po)(U,P)(U×W,R)(W・Q)

一
一1φ

`

X:情 報 源か らの メッセ ージを構成する記号 の集合(ア ルファベ ット)

Po:そ の 中の各文字を選択する確率

φ:情 報源の メッセ ージを発信信号 に変換す る1対1写 像(符 号化)

U:発 信 信号 を構成 する記号 の集合

P:そ の 各記号の出現する確率

W:受 信 信号 を構成す る記号の集合

Q:そ の各記号の出現する確率

R:Uの 中の1つ が発信 されたとき、Wの 中の1つ が受信され る確率の集合

●:受 信信号 から発信信号を復元する写像

di-i・V:受 信 信号か ら情報源の メッセージを復元す る複合写像(復 号化)

図1-1信 号 伝送の機能 モデル

これに対 し、データの流通過程 では、情報源に対応するデータ発生源が数 多 く存在する。単に

数が 多いだけでなく、それを記述 するアル ファベ ッ トが単 一ではない(こ のアルファベ ットの

複雑 さがkデ ータファイルにおいて、構造の問題 として取扱われる)。 次に信号 の伝 送系では、

受信体は、情報源か らの メッセージをできるだけ忠実な形で受取る機 能を もつ もの としてのみ

取扱 われる。それ に対 して、データのユーザーは発生源 とは一応独立 して存在 し、発生源からの

データとは切離された独 自の特性を もつ。すなわちデータニーズとして取扱われ る。そ して、 ・

発生源 とユーザ ーは直接の対応を持 たず、発生源はそのデータをいつ、誰が、 どこで、何 のた
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めに、如何 なる形 で利用するかを知 らず、ユーザーも自分の必要 とす るデ ータを、いつ、誰が、

どこで、何 のために、如何 なる形(記 号 、媒体)で 発生させるか、あるい は発生 させ たか否か

すら知らない。データの流通過程はこの ようなデータの発生源 とユーザーを結びつけ、ユーザ

ーが データを必要 とした ときに、必要 とした ものを伝える仕組みとしてモデル化 されなければ

ならない。 しか し、このモデルは、信号の伝送系の理論、す なわち通信理論程 の厳密さでは、

まだ理論的に画 ききれてい ない。以下においては、本報告書で必要な程度 の粗 さでのモデルを

画き、その問題 点の概略 とその解決の一つの試みについて言及する。

一5一



第2章 データ通信の成分機能におけ る問題点

デ ータ流通の粗 いモデルとして、図1-2程 度 のものを考え る。発生 データ(信 号の伝送系

における情報源に対応する)は 、伝送系での符号化 に対応 して ファイル化 をうける。 ファイル

の中では、発生 データは、個体(individua1ま たはentity)に 対す る属性 として把え ら

れ る。その個体の集合が ファイルの対象 となる。個体 のそれぞれの属性は 、属性値に よって表

現 され る。そ して、如何 なる対象 を如何 なる属性で把え、その属性値 に対 し如何 なる基準で属

性値を与えるかが、ファイル内データの特性である。また、属性 と属性、あるいは属性値 と属

性値 との関係は、 データ構造 として把え られる。 データ構造 として把えられたデータはファイ

ルの記録媒体上に、論理的かつ物理的構造 をもつ もの として表現される。 これが ファイル構造

である。復号化に対応する過程 は、より複雑である。データニーズは、先ず如何 なるデータを

必要 とするか とい う質問文 としてファイルに与えられ る。 ファイルを更新 し、整理 し、質問を

うけ、データを とり出す働 きは ファイル管理(フ ァイルマネージメン ト)と 呼ばれる。 とり出

されたデータは、デー タニーズの指示するデータ処理 をうけ、ユーザーの情報 システムの中に

取込まれ る。

さて、この粗いモデルの各成分において、我 々が これか ら解決 して行かねばならぬ問題が山

積 しているので ある。

6

ユーザーの情報

処理 システ ム

図1-2デ ータ流通の機能モデル
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それを列記 してみると次のとお りである。

(1)デ ータ発生源は、通常、 自己の データ発生 目的(理 由)に よって発生 させ るので あって、

それ以外の 目的(特 に他のユーザーの利用 目的)の ために発生させるのではない。 このた

め発生源の発生 目的が変化すれば、データ特性が全 く変化す る。これは他のユーザーにと

っては非常に困る問題 を提起する。

(2)デ ー タニーズには定型 業務か ら起 こるもの と非定型業務か ら起 こる もの とがある。定t2]

的 ニ ーズの場合、そ の必要 とするデータもまた定型的発生源か ら得 られ る場合には問題は

非常に簡単 となる。 しか し、定型業務において も、仕事の性質が変わることは常にあり得

ることである。非定型業務 から起 こるニーズは、それを類型化できればまだ しもシステム

化できるが、それす ら困難 である場合が多い。

(3)フ ァ イルは、対象、属性、属性値、属性値決定基準および属性 と属性値間 の構造 で特性

づけられる。 これ らが、一義的に決定で きるデータは問題は ないが、ほ とん どのデータは、

これらの中にambiguity(あ い まいさ)を もつ。これがニ ーズを質問文に変換す る際の

ambiguityを 生 み、検 索精度 を落 とす。

特に、人間の主観的判 断で属性値を決定 しなければならないケ ースでは、この問題は深

刻であ る。

また、一つのデータニ ーズを一つの ファイルが充たす場合 はまだ よいが 、一般には、一

つのニーズに対 し、い くつかの ファイルからデータを供給 しなければな らない。 この場合、

ファイル内データ特性が整合でない とき、利用側はその補正に苦 しまねば ならない。

(4)フ ァ イル内データが数値であり、それを利 用で きるシステムのアル ゴ リズムが確定 して

いる場合 は、問題は簡単である。また、ファイル内データが非数値であって も、 データそ

の ものを単純な編集 を行 なって出力する場合 も、簡単である。 しか し、非数値 データ(特

に文章)に 処理を加えたり、非数値データと数値データを組み合わせて何らかの定性的回

答を求めるとい うニーズは極めて高い。 これ らに対 しては、理論的解明 も技術的近 似シス

テ ムもまだ成功 していない。

これ らの諸困難は 、今まで人間が、人間の 目と手 と頭で操作 していた ファイルにおいては、

表面化 しなか った問題である。 しか し、人間の疎外形態 としてのアル ゴリズムによってのみ動

く他者、すなわち コン ピュータ ーの登場 と共に表面化せざるを得 な くなった ものである。我 々

は今 、情報、あるいは データその ものの持つ本質的構造 について、シャノンや ウィーナーに よ

って一与え られた情報 イメージから脱皮 しなければならない'ことを知 らされ つつある。更に、人
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間の もつ従来の 「計算可能 」の概念では解 ききれ ない ものを解かねばならない とい う課題を我

々に投げかけているので ある。我 々が ここで 「データ開発」 と呼んでいる ものは、本質的には

これ らの諸問題の解決への方途 といえる。
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第3章 本報告書の取扱 う問題点

これ らの極めて本質的な問題点を理論的に解決することは、我々情報関係者の これか らの厳 し

い課題である。 この道は、既成概念の批判 と新 しい考え方、特 にソフトサイエ ンス、あるいは

テ クノ ロジーと呼ばれ る分野での試みを一歩一歩積重ね なければならない。本委員会 も、この

ささやか な一歩を試みたので ある。本委員会は昨年の報告書の中で、これらの問題 に対 して、

データ発生 、処理理論 、処理技術について現状 を概観 した。そ して本年度は、 問 題 の焦 点 を

「デー タニ ーズ とファイルの関係」に絞 ったので ある。その理 由は、ニーズは定型業務に よる

ものにせ よ多様 であ り、変化す るものであ り、また限りな く欲深いもので ある(技 術 がそれを

充た した瞬間 に、より高度 な要求 をつきっける ものである)。 それに対 して、流通過程が対応

す るためには、最初のフィード ・バ ックは ファイルに向 けられ る。データ構造の変更から ファ

イルに構造 の変更が要求 され る。これ は、究極的にはデータ発生源に フィー ドバックされ るぺ

きものであるが、技術問題をはるかに超えた社会問題 でもあり、それを深追いすることは思い

止ま り、問題指摘に止 めた。 しかもこの発生源か らのデータの特性変化は、再びファイル内デ

ータ構造 とファイル構造の変化 となるものである。本報告書の最初に追い求めた ものは 、実際

のデータの利用現場において、データニーズは一体如何にあるのか、それ に対 して既存 のデー

タベ ースの考え方は どの程度充 すことが可能であるか、また もしそこにギャップが存在す る場合

には如何 に してそれを解決すればよいかであった。このため、我 々はまず企業に関する情報を

処理す るパ イロッ トシステムを設計 し、それを想定される ユーザーに提示す ることに より、ユ

ーザーから各種の問題点の指摘 を受け、次いでこれ らの問題点の中か ら、ファイル特性 、ファ

イル構造 、ファイル管理 、データ処理の技術への問題点を類型化 ・抽象化 し、 ファイル技術 へ

の要 請としてま とめた。 これが第2部 のテ ーマであ る。

この ニーズ側か らみ たファイル技術への要請 を、ファイル技術 としては如何 に受け とめるべ

きかが我 々の次の課題であった。従来、 ファイルについて書かれた教科書は 、どちらか といえ

ぱ、 「総合化(Integration)」 を志向する傾向が強か ったといえるであろ う(我 々が当初

に設計 した パイロッ トシステムもその中に入る といえ る)。 そ れに対 して、我 々がユ ーザーか

ら得た結論は逆 の方向であった 。すなわち、

(1)ユ ーザーは、それぞれの 目的(ニ ーズ)を 持ち、その 目的のために少 しで も利用 しやす

いデータを求め ようとする。 したがって、この ニーズのために作成され た フ ァイ ル以外

(し ば しば このために作成 された ファイルに.変更することは可能であるが)は 、その ニ一
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ズをみたす ことはできない。

(2)フ ァ イルは、それぞれの 目的によってそれぞれの特性 を持つ ものとして作成され る。 こ

のため汎 用的 な大 ファイルは非現実的であり、今後の データ利用においては、 ファイルの

相互利用が不可欠 である といえる。ファイルの相互利用を前提 とした社会的流通 システム

を考えるぺきであろ う。

(3)ニ ーズは常 に変 化す る。またデ ータ源 も変化す る。 この変化に対応す るためには、 ファ

イルに柔軟性 を持 たせる必要がある。 しか し、この柔軟性を 「汎用性」 と錯覚 してはなら

ない。 システ ムは常 に目的を持 ち、その目的に合わせて システム特性が決定 され る。汎用

性 とは システム特性 の問題である。それに対 しシステムが柔軟であるとい うことは、必ず

しも予測できない要請によってシステム特性が変更で きる とい うことであり、目的が確定

しない。すなわちシステム特性の問題ではな く、 システムとそれを造 りそれを用いる人間

との関連の中(よ り入間側)に おける問題で ある。

(4)信 号 の伝送 システム(通 信理論)に おいては、雑音特性の悪いチャンネルの効率を高め

るために、チャンネルの持つ情報源の内部情報量 を用いる(シ ャノンの符号化基本定理)

が、これ と同 じように情報の流通において も、発生情報が持 つあいまい さ、ファイル化に

伴 って起るあいまいさを解決するため内部情報の利用が課題 になるとい うものであった。

この方向で ファイル技術面か らのい くつかの提言を行な った。我々が当初設計 したパイロ

ッ トシステムそのままでは柔軟性に乏 しい といえる。 このため我々は当初の単一樹型の フ

ァイル システムを比較的単純 な技術的改 良を加え ることによって、多 くの サブファイルの

集合体 としてその相互利用を基本構造 とす るファイル システムへ変革できることを実証 し

た。これは、フレキシビリティに対する一つの極めて重要 な考え方で ある。そ して、その

改 良型を用いてい くつかの実際的問題 についてシ ミュレーションを行 なった。 以上が第3

部 のテーマである。これ らの結果は、従来 のファイルに対す る議論が現実にシステムを造

った報告にす ぎないか、あるいは、単 なる抽象的議論であったのに対 し、基本的問題 を常

に底辺におきつつ、現実問題 を前に して議論を行 なった ところが最 も特徴 といえるであろ

う。わずかなメンバ ーが、限 られた稼動環境の中で行なった研究である。 しか し、これ ら

の 中か ら我 々は、巻尾に述 べた提言を単なる抽象論 としてではな く導き得 ると思 うのであ

るo
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第2部 デ ー タニ ーズ か らみ た デ ータ利用

一 パ イ ロ ソ トシ ス テ ム に よ る ケ ー ス

ス タ デ ィを 中 心 と して 一
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来
第1章 パ イ ロ ソ トシ ス テ ム:System-X

■ 『

我々は、データ開発の研究 を実証的に進 めるために、(1)パイ ロッ トシステムを本委員会の ワ

ーキ ンググループで設計 し、② これを想定 され るユーザーに提示することに より、(3)ユ ーザー

が持 つデータニーズを把え 、(4)そこからデータ利用の特性teよ び データの特性 を摘 出すること

を試みた。

パイ ロットシステムとして、企業情報に関するオンライン情報検索システ ムをとりあげた。

この理由は、同様 のシステムがすでに数ケ所の政府機関、民間企業において作成、あるいは検

討されてい ること、また他の情報 システ ム、特 にプランニング情報システムを開発す る うえで

の典型的な例に なりうる と思われた ことなどに よる。

*System-Xの 設計 にあたっては、通産省ですでに開発されてい るKIMS(企 業 情報 マネ

ージメン トシステム)を 参考 とした。

u

r

1.1System-Xの 概 要

System-Xは 、企業情報に関するオンライン情報検索 システ ムであり、タイムシ ェア リ

ングシステムの もとで動 作する。その主 な機能は、

(1)与 え られた条件を満す データを選択する

② 選択されたデ ータの内容 を出力する

の2つ である。

蓄積 データは次のとお りで、 データソースは有価証券報告書である(蓄 積情 報の詳細 は別

添1に 掲げて ある)。

01企 業 の概要

本社所在地、代表者名、事 業内容 、資本金、設立年月、従業員数

2

パ0

44

5

6

7

0

0

0

0

0

0

冗 上(主 要製品別売上金額、数量)

生 産(主 要製品別生産能力、生産金額、数量)

事業所(事 業所所在地、敷地面積、従業員数、製品別生産能力)

輸 出(主 要製品別輸出金額、数量)

設備投資(部 門別、事業所別設備投資金額)

海外進出(海 外支店、出張所、現地法人等の所在地、従業員数、資本金、売上金額)
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8

9

0

1

2

3

4

5

0

0

1

1

1

1

1

1

関連企業(関 連する企業名、資本金、事業内容)

役員名およびその役職名

借入金(上 位20行 の各借入残高)

株 式(発 行株式数、大株主名、持株数)

資 産

負 債

資 本

損益計算書

これ らのデータは3レ ベルの項 目番号 とそれに対応す る項 目名に よって表わされる。項 目

番号はGで 始 り、2桁 、4桁 あるいは6桁 の数字が続 く。数字の桁数は レベルを表わ し、2

桁 の ものは第1レ ベ ル、4桁 の ものは第2レ ベル、6桁 の ものは第3レ ベルの項 目である。

(例)

項 目 番 号

GO2

Go201

GO202

G・020201

GO20202

GO20203

項 目 名

URIAGE

SOURIAGE

SEIHINURIAGE

URIAGESEIHINMEI

SEIHINURIAGEGAKU

SEIHINURIAGERYO

ルベ

ー

2

2

3

3

3

レ

項 目を指定するには、項 目名あるいは項 目に対 して、格納され る。すなわち、上の例では

、Go202,GO20201,Go20202,Go20203tr(対 してデータが格納 され る。この ような

実際の データに対応す る項 目を基本項 目と呼ぶ。これに対 して、GO2,GO202は 集 団項 目

と呼び、それ より下位の レベルの項 目全体を示すときに用い る。

検索 コマン ドで指定で きるのは基本項 目のみであるが、出力 コマン ドでは基本項 目、集団

項 目いずれをも指定することがで きる。

デー タの中には会 社名、設立年月の ように1項 目に対 し1つ の データが対応する もの と、

売上額の ように時系列のデ ータを持つ項 目に対 しては、何年何期のデータか を指定するため

に 、-471(47年 上 期,-47H(47年 下 期),-47(47年 度 合計)の ような

記号 を項 目名または項 目番号の後につけることができる。また、データの種類に よっては、

項 目名だけでは何に対する データかが決定されない ものがある。たとえば、製品売上額 とい

一14一
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う項 目の場合には製 品名を示す必要が ある。この ような項 目に対 しては識別項 目とい う項 目

がつけられ る。 たとえばGO20202.△SEIHINURIAGEGAKUに 対 しては、GO20201

△URIAGESEIHINMEIが 識 別 項 目となる。

識別項 目を持 つ項 目を検索の条件 とするときには、識別項 目を同時に指定する必要がある。

以上に述べたデータ構造 の一部を図示す ると次の ようになる。

∀

∫

会

GO201

SOURIAGE

総 売上 総 売上 総 売上

47上47下47計

製

売上額

47上

GO2

URIAGE

製 品名1

製'

売上額

47下

製 品 売上

GO202

SEIHINURIAGE

GO20201

URIAGESEIHINMEI

製

売上額

47計

製 品名H

製品売

上 額

47上

GO20202

SEIHINURIAGEGAKU

図2-1System-Xの デ ー タ構 造
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1.2System-Xの 機 能

System-Xは 、 デ ー ぞの 選 択 お よ び 出 力 の2つ の機 能 を有 してteり 、 コ マ ン ドk－よ び パ

ラ メ ー タ ー を 入 力 す る こ とに よ り 、 ユ ー ザ ー と シ ス テ ム との 会 話 型 式 の も と で 動 作 す る 。

コ マ ン ドは 、 シ ス テ ム が コ マ ン ドを 要 求 した 時 に 入 力 す る 。

(例)

ツ ギ ノ コ マ ン ド ハ?

DISPLAYTOSIZAN

System-Xの コ マ ン ドは 、 次 の6つ で あ る 。

・SELECT

・-DISPLAY

・FILE

・DELETE

・LIST

・END

(1)SELECTコ マ ン ド

SELECT〔 条 件 式 〕

FILEコ マ ン ド で最 後 に 指 定 さ れ た フ ァ イ ル(FILEコ マ ン ドが 入 力 され て い な け れ ば

マ ス タ ー フ ァイ ル)を 対 象 と して 、 条 件 を 充 た す デ ー タ を 選 び 出 し 、 ワ ー ク フ ァ イ ル(中

間 フ ァ イ ル)に 記 憶 す る と と も に 、 そ の 該 当 件 数 を 出 力 す る 。

条 件 の 指 定 方 法 は 、SELECTに 続 け て条 件 式 を 入 力 す る。

・ELECT条 件1[{瓢 条件・{ぽ}… ・・]

条件1、 条件llは 次の形式 とす る(項 目名 とあるところは項 目番号 を使用することもでき

る)。

(イ)項 目名LT

LE

EQ

GE

GT

NE

{・三劃
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、

↑

(ロ)項 目名 +

一

×

/

(2)DISPLAYコ マ ン ド

項 目名 T

E

Q

E

T

E

L

L

E

G

G

N

DI-[旙 』

数 値

最後に作られた中間 ファイルのデータの内容を出力する。DISPLAYに 続 けて、×印

を入力する と会社名のみを出力 し、項 目名を入力すると会社名のほかに指定 された項 目の

内容を出力する。項 目としては、基本項 目、集団項 目のいずれをも指定することがで きる。

集団項目を指定 した場合 には 、それに含まれる全項 目を出力する。

(3)FILEコ マ ンド

・ILE[{:間
。。イ緒}]

以後のSELECTコ マ ン ドの対象 となる中間 ファイルを指定する。×印 を入力す るとマ

スターファイルが指定され る。

(4)DELETEコ マン ド

DELETE〔 中間 ファイル名 〕.

指定 された中間 ファイルを消去 する。

(5)LISTコ マン ド

LIST纏 講 」]

マス ターファイルの項 目番号、項 目名一覧表を出力する。×印は全項 目を、集団項 目名

の場合はそれに含 まれる項 目番号 、項 目名を出力する。

(6)ENDコ マン ド

System-Xを 終 了させる。
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1.5System-Xの 利 用 例

System-Xは 、企業を多面的に分析するための ものである。その利用範囲は、以下の例

に示すように極 めて広 い といえ よう。

(1)財 務分析

・ 配当率が10%以 下 で、社内留保率が5%以 上 の会社名

・ 総資本利益率がO .5%以 下 で、設備投資額が50億 円以上の会社名お よびその会社の

設備投資額

・ 関係会社売上高が100億 円以上の会社 で、持株比率が50%以 上 の関係会社を有す

る会社名お よびその関係会社名

② 立 ・地

・ 都内に5000平 米以上 の工場を持 つ会社名、工場名、工場所在地 およびそのその工

場 の敷地面積

(3)国 際経済

・ 輸出額が50億 以下で、海外市場開拓準備金が10億 円以上の会社名

(4)公 害 防止

・ 総売上額が500億 円以上で、公害 防止投資額 が5億 円以下の会社名

・ 原料に石油を6000kl以 上 使用 し、大気汚染防止投資額が1億 円以下の会社

ザ

一18一



サ ブ コマ ン ド ハLISTGo6

ゐ

デ ー タ ノ テ イ ギ ハ ツ ギ ノ

(*ハ キ ベ ツ ノ ア ル モ ノ)

Go6

GO601

GO602

Go60201

Go60202

トウ リ デ ス

YUSHUTSU

*SOYUSHUTSU

SEIHINYUSHUTSU

YUSHUTSUSEIHINMEI

*SEIHINYUSHUTSUGAKU

サ『フ'コ ーマ ン ド ハ

FO1-t53コ

サ ブ コマ ン ド ハ

FO2-40コ

SELECTGo601GE10000M

SELECTCGo601GE20000M

サ フ コ マ ン ド ハ

FO3-23コ

SELECTCGo601GE50000M

サ ブ コ マ ン ド ハ

FO4-7コ

SELECTCSOYUSHUTSU/SOURIAGEGEO.3

サ ブ コ マ ン ド ハDISPLAYSOYUSHUTSU,SOURIAGE

ト ヨ タ ジ ド ウ シ ャ ハ ン パ イ

SOYUSHUTSU

451

4511

45

461

SOURIAGE

451

4511

45

461

126,263,000,000

150,576,000,00'0

276,839,000,000

211,099,000,000

447,235,000,000

486,024,000,000

933,259,000,000

557,130,000,000
.●

b

ホ ン ダ ギ ケ ン コ ウ ギ ョ ウ

SOYUSHUTSU

451

4511

45

55,363,000,000

66,786,000,000

122,149,000,0・00

(下線の部分は利用者が入力する)

図2-2System-Xの 使 用 例
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第2章 デ ー タ利 用

2.1デ ー タ 利 用 の 特 性

次に、前述のパイ ロソ トシステ ム:System-Xを 想定 されるユーザ ーに提示 する ことに

よ り、現実の ニーズか らみたSystem-Xの 有効性についての指摘を受け、そ こか ら逆にユ

ーザーの データ利用の特 性の把握を試み た。

ユーザーか ら指摘を受けた点は、主に次の とお りである。

(1)会 社 の トップマネージャーは、各社の概要 を知 りたい場合が多い。 このため、項 目は必

要最少限、コンパク トにまとまって一覧で きるのがよい。 しか し、 ミドルマネージャー、

・アーマネージャーは、各社を調査、分析 するため、企業のすべてを知 りたい。このため、

項 目はできる限 り多い方がよい。有価証券報告書は、非常に多 くの情報を含んでい るが、

それで も不充分である。

② 企業の調査、分析を行 なうためには、最 新のデータを必 要とするが、有価証券報告書に

基 づ くデータ収集では、数 ケ月遅れが普通である。営業報告書 に基づ くデータの方が、ま

だ しも優れている。

(3)検 索 は、スピーディに行 なえ ることが望ま しいが、利用 目的に よっては、少 しぐらい遅

くてもよい場合がある。

(4)デ ータは、正確な ものでなければならないが 、データ量が多 くなると、 データエラーが

起 る恐れがある。デ ータエラーが少 しで もあると、以後まった く利用 されな くなる。

(5)他 の データファイルと合わせ て利 用する場合、項 目分類、定義が異な り、 このため、そ

れぞれ単独に しか利用で きない恐れがある。

⑥ 企業情報を利用 して、各企業の経営診断 を行なう場合が多いが、その場合、アル ゴリズ

ム(判 断資料、判断基準)が 経験 と勘に頼っていて、職人芸的 なものが多い。極めてコン

ピュータ ーにはなじまない。

(7)System-,Xが 実 際に使用 されるためには、データの利用範囲を明確に し、各 セクシ ョ

ンごとにデータを収集 し、それ に基づいて システムを将来拡張 してい く必要がある。この

ため、データファイルの拡張が容易でなければならない。

⑧ 操作は、できるだけ簡単 でなければならない。特に、操作の手順 が、 人 間 の 思考 過程

(コ ン ピューターシステムの操作 は、 リニアー的である。 これに対 して 、人間の思考は、

高度 なフィードバック ・プロセスを含む複雑 なノン リニアー ・システムである)に マッチ
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していないと、使い難い。

ユーザーか らのSystem-Xに 対 する問題点 の指摘は、この ように極めて多岐に渡 ってい

る。 しか し、これ らはいずれ もユーザーが持つデータ利用の特性か ら生 じてきたもの と考え

られ る。上述の8つ の問題点 を、デ ータファイルお よびデ ータ処理機能の観点 から整理 して

考え ると、次の ようなユーザーのデ ータ利用 の特性 を析出す ることができる。

(1)デ ー タファイルの多 目的利用

従来、データファイルは、データを標準化 し、その範囲内で利 用で きるような形態を備

えることに専 念 してきたが、データニーズ自体は多様化 して きてお り、このためデータの

範 囲を一元的に決めることは、極 めて困難 になりつつある。 また、同一のデ ータであって

も、そ の利 用 形 態 はそれぞれ異 な って おり、単なるデータだけではな く、データの裏に

隠 された諸 々の背景(蓄 積 され ているデータは、そ もそ も別 の目的のために発生 されたも

のである)を も提供 しなければ、データニーズを充 たすことができない。

(2)デ ータ処理機能 の多様 化

ニーズが多様化す るにつれ、デ ータ処理機能へ の欲求 も画一化された ものから多様 なも

の へと変わ りつつある。単 なるデ ータの検索だけではもはやニーズを充たす ことはできな

い。 もちろん、すべてのデータ処理機能を取 り入れたシステムは、非現実的では あるが、

システムがユーザ ーのニ ーズを充 たすためには、可能な限 り多様 なデータ処理機能 を有す

る必要がある。また、その時の機能の動作 もマンマシンコ ミュニク ーション技術 を取 り入

れた ものでなければならない。たとえば、データの出力を考えてみて も、途中の 出力内容

の結果か らただちに別のデータをチェックし、その結果前の 出力を続ける とい うことは、

しばしば起 り うることである。この時、前の出力を終えてか らとい うのは、極めて ユーザ

ーを イライラさせることになる
。かとい って、ある時には 、一つの出力を迅速に行 なうと

い うことも必要になる。

2.2デ ー タ 利 用 と情 報 シ ス テ ム

ユーザーの企業情報に対する典型的なニ ーズは次の2つ であろ う。

(1)A社 の社長は護れか

②A社 は優 良企業か どうか

この時、ユーザーが情報 システムを利用する とい う保証は多分 ないといえ る。む しろ、ユ

ーザ ーが情報 システ ムを利用するのは
、極めて限 られた場合であるといえ よう。比喩的に言
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えぱ、空 を飛ぶ鳥 を呼び寄せ ようと庭に米をま く人がいるが、ユーザーは鳥にあた り、 シス

テ ムは米 をま く人にあたる。 鳥には餌 を選ぶ 自由があ り、庭にまかれた米 を選ぶのは、極め

て限 られた条件の場合 でしか あり得 ない。ユーザーが情報 システムを使 う条件 は、

(1)手 元 に情報 システム以上の情報源がない

②A社 の情報が情報 システムに蓄積 されている

であろう。

②の条件はともか くとして、(1)の条 件は特殊な状態 の場合である。 もし、 「会社四季報」

が、 自分の机に置いてある(企 業情報を しば しば必要とする職務の場合 は、このケースが多

い)と すれば、この情報に対抗する情報源 となるものは、かな りきび しい条件が必要で ある。

「会社四季報」には、(1)4半 期 毎ではあるが、 ある程度新 しい情報が蓄積されてい る、(2)ハ

ンデ ィで使いやすい、(3)普及 率が高い ことか らくる信頼性が ある、(4)安価 であるなどの長所

があ り、情報量が限 られてい るという短所は、特別の場合を除いてはむ しろ問題 とならない。

したがって情報源を決定する ものは、む しろユ ーザ ーのニーズの内容如何 に よる といえる。

ユーザ ーが 「会社四季報」ではな く、情報システムを利用する場合は、 「会社四季報」で

は十分に回答できない。 どちらか といえぱ、異例のケース、または数少 ないケースである。

しか し、異例の ケースを救 うために、情報 システムを開発す るとい うことを、すぺての人々

が納得することを期待することは極 めて無理である。情報システムに対する基本的 な考え と

しては、特殊 な、極 めて限 られた人々のみが蓄積 していた情報が、情報機能の向上 によづ(一

般 化され、多 くの ユーザ ーに提供 し得ると考えたほ うが合理的である。

また、ユーザーが情報 システムを利用 した としで 情報システムに蓄積 されている情報は、

企業情報全体のある部分を占めてい るにす ぎない とい うことを認識する必要 がある。情報 シ

ステムの難 しいところは、扱 う情報の全体の量を明確 にで きない とい うところにある。 この

た め、データ量の多少、あるいは網羅性 とい った ことについて多 くの議 論が なされているが 、

実際には良 くわか らない といえる。ニーズの型式が(1)の 「A社 の社長 は捲れか」 とい う場合

には、データ量の多少が情報 システムに とっては致命的であるといえるが、(2)の 「A社 は優

良企業か どうか」 とい う場合には、データ量の多少は、情報システムに とって決定的 になる

とはいえ ないであろう。一般論と して も、個 々のデータが どれだけ集ま っているか らある本

質を表わ しているとい うことには ならないと言える。情報 システムに、物理的、技術的に可

能 な限 り多 くの情報を蓄積 した といっても、ユーザーか らみるとそれは使える システムとは

言え ない。
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以上のことか ら、 ニーズにもとつ くデ ータ利用か らみて使える情報 システムとい うことは、

特殊 なシステムとしての価値、あるいは データ量は無限に近い とい うことでは決 してない と

い うことである。

●
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第3章 デ ー タの特 性

3.1デ ー タ ニ ー ズ の 種 類

前述のごとく、利用者 よってデータ利用は、非常に異 なっている。これは、単に利用者の

違いによる使用データの違 いとい うだけではな く、同 じ内容のデータであ って も、使用 目的

が異なることに よって、その要求 され る形式、精度 、その他諸 々の条件が異なって くる。 し

たがって、データ開発 にあたっては、データ利用 というものは多様で あるとい う前提に立 っ

て行 なう必要が ある。

一方、従来の データ←マネジメント←システムを見 ると、やや もす るとコンピュータ←サ

イ ドか らのアプローチにな りがちであり、データ開発からの立場か らす ると本末転倒である。

ここでは、データ←利用の立場か らデータ開発 にあた って必然的に要求 される条件を明らか

に し、今後の デ ータ←マネ ジメン ト←技術への課題 とする。

データ利用を考察する場 合に注意 しなければならない点は、ニーズその ものを、デ ータに

対す るもの とデータ処理機能 に対するものとに区分するこ とである。データに対する要求は、

利 用者にとって役に立つデータをいかに実現するかの問題 であ り、データ処理機能への要求

は 、利用者に とって、その システムがいかに使いやすいか とい う問題 であ る。

(1)デ ータへの要求

データその ものへの要求には次の ような ものがある。

① データの最新性

利用者に とって、得 られたデ ータが 自分 自身の知っているデ ータより古い とい う事実

は、非常に幻滅を感 じる。常に最 新のデータが蓄積されてい るように努力されていなけ

ばならない。

② データの網羅性

デ ータ要求の広 さは、極言すれば無限である。これは、た とえ 目的を絞 り、 あるいは

使用者 を制限 した として も、有効 なシステムとして使用に耐え得 るためには、時間的、

空間的に大 きな広が りを持つ必要がある。 しか し、1人 の利用者に とっては、その時間

的、空間的 な広が りの一部が自分の全世界であり、たまたま 、その部分が欠如 していた

場合には使用に耐えない もの となる。

③ データの信頼性

デ ータの正 しさはすべてのスタ ートである。誤データによる影響は大であり、単にデ
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一夕の利 用者のみならず
、利用の結果生起 される諸 々の行動に も影響を及ぼす ことにな

る。

(2)デ ー タ処理機能への要求

データその ものが満足で きるものであった として も、データその ものを支え、データと

利用者 との インターフェースとなるデータ処理機能が不十分である場合には、これまた使

用に耐え ない もの となる。次に、データ処理機能への要求を明らかにす る。

① 応答の迅速性

応答時間は問題の性質 によって異なるが、一般にはなるぺ く速いことが望まれ る。特

に、計画立案の ような局面では、立案者の思考過程に沿って、思考の速度に追随 して、

応答できる必要がある。

② 操作の容易性

デ ータの利用者が直接、 システムヘ アクセスする ことを想定 した場合、操作の容易性

は重要 なポ イン トであ る。 コマン ドの容易さ、メ ッセージの平易 さ、 ガイダンス機能 な

どが これにあたる。 さらに、利用者の レベルに応 じた応答方法が とれ ることなど も必要

である。

③ 応答の適確性

応答内容 が、利用者 の意図するもの と一致 し、 もれ もノイズ もなるべ く少ない ことが

望 ま しいことはい うまで もない。しか し、 もれ とノ イズは相反する概念であり、どちら

を重視するかは状況に よって異なる。

④ デ ータの加工性

データはそのまま使用 されることもあるが、簡単 な加工 を施す必要がある場合 も多い。

また、加工が可能 であるとい うことは、データを原データの形で蓄積 しておいて も多様

に利用で きるとい うことであ り、 システムの可能性 を大 きくすることになる。加工の程

度 には種 々あるが、四則演算、比率、簡単 な統計計算 などが最低限度必要であろう。

⑤ 拡張性

多様化 したニ ーズに対応するためには、デ ータは、常に拡張が容易にで きることが必

要 であ る。すなわち情報の追加が容易に行 なえ、予測 しえ ない事態に対処できること。

また、拡張が、頻 繁に起る場合は、個 々の ファイルの独立化C分 散化)が 必要 となり、

その場合 には、 データ ファイル間の リンケージが大 きな問題になる。

⑥ システムの信頼性
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データ利 用者が多 くなると、誤操作が行 なわれる確率が高 くなる。誤操作がで きる限

り起 りえ ないような、またもし、誤操作が行なわれて も、他の利用者にその影響を及ぼ

さない ようなシステムに してお く必要がある。また、い くら高度 なシステムであって も、

ひんぱんに トラブルが起 るものでは、す ぐに利 用され なくなる。システムと して極 めて

安定 していなければならなV"。'

多様なデータニーズに応えるためには多種のデータを蓄積す る必要があり、そのデー

タの提供者に対 しては、相応の機密保証が必要 となる。

5.2デ ー タ ニ ー ズ の 実 現 の 方 向

デー タニーズはこの ように極 めて多岐に渡 ってお り、中には相矛盾 した もの もある。そこ

で、このようなデータニーズを分析 し、いか にすればこれ らを実現す ることが可能かを次に

検討する。

多種類の幅広い情 報を網羅 して蓄積すること(網 羅性)と 、検索 ス ピー ドを速 くする とい

うこと(応 答の迅速性)と は、相反する条件である。す なわち、画一的に収 集された大規模

ファイルを、一元的に検索 しようとす ることは、膨大 な時間がかか り、特に、多数の端末か

ら同時に行なえば、計算機のCPUが ロックし、検索不可能 にな る。

これを解決する方法 としては、大規模な ファイルにすべての情報 を集 めないで、小規模 な、

検索が容易なデータファイルをい くつか並行 して持 ち、各 データファイル毎に目的に応 じた

データを蓄積すれば、可能 となる。また、多種類の幅広い情報 を網羅(網 羅性)し 、かつ検

索 ス ピードを速 くすること(応 答の迅速性)と 、データお よび システムの信頼性 を上げると

い うこと(信 頼性)と を、同時に充たすことも、非常に難 しい条件である。特に大規模に汎

用化 し収集されたファイルにおいて、その条 件を課す ことはほ とん ど不可能に近いと思われ

る。 しか し、 目的に応 じた デ ータ単位に ファイルを構成 し、その小規模 なデータ ファイルご

とに、データを収集 し、それに基づいてシステムを構成すれば少な くとも、そ こに関する限

りシステムはク ローズ ドになるわけで、 システムの信頼性、データの信頼性 も向上す る。

したがって、ここで も大規模なファイルを もつ よりは、小規模 ファイルを多数 もつ ことの

優位性が提唱される。

多種類の幅広いデ ータを維持する(網 羅性)た めには、たえず、デ ータファイルを拡張 し

てい く必要がある(拡 張性)。 しか し、大規模 な集 中ファイルでは、更新、追加の手間が膨

大 になり、その維持、管理だげで大変 なコス トになる。目的に応 じた小規模な ファイル群を
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多数 もてぱ、データファイルをメイテナンスする手間はほ とん どな く、新 しい目的に応 じて

その都度追加 し、既存のデ ータファイル群 との リンケンジだけを考えれば良い。その意味で、

大規模 ファイル よりも、小規模 ファイル群の メ リッ トが明 らかになろ う。

以上の点か ら明 らか なよ うに今後のデ ータファイルの方向に関 しては、大規模 に集中 した

ものか ら、小規模 に分散 した データファイル群 に移行 してい くことが必要である。

これを簡単 に表現す ると、

大規模化 小規模化

集 中 化 分 散 化

となる。

この ことは、結局個人が 自由に使用で きるファイル(プ ライベ ートファイル)を 持つ こと

を、示唆 してい る。今後は 、この ような個人 ファイル化が進行 するもの と思われ る。また、そ

れに伴い、小規模 ファイル間の リンケ ージが大 きな問題 となる ものと考え られ る。

イ画人 フ ァ イ ル イヒ

可

、

図2-3デ ー タ ニ ー ズ の 種 類 と個 人 フ ァ イル
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第4章 データ利用にみ られる矛盾

パイ ロットシステム:System-Xを 通 じてのデータニーズか らみたデータ利用の特性は以

上の とお りである。 さて、この ようなデ ータ利用の特性を、デ ータマネージメント技術 として

は、どう解決するかを次に検討するわけであるが、その前に、我 々がケーススタディにおいて

しば しば感じられた、ユーザ ーのデータ利用におけ る問題 点をまず述 べてお く。

企業情報に関する情報 システムの開発 に対するニーズは、極めて高い。 しかし、現実にシス

テムを開発 し、ユーザーのニ ーズを十分 に充 たすことは、極めて困難 である といえる。 「企業

総覧」 、 「企業要覧」、 あるいは 「会社 レコー ド」 などユーザーのニーズに、既にある程度答

えているものが あり、情報 システムが、こうした出版物が充た しえなかった ニーズにも答える

ということは、極めて難 しい。この理 由の1つ に、単にシステムその ものの問題ではなく、ユ

ーザ ーがシステムにアプローチする態度 の問題がある。す なわち、ユ ーザーのシステムに対す

る態度が改 められなければ、 ユーザーの ニーズは充たされない とい う面が ある。

ユーザ ーの問題 としては、次の ようなものがあげ られる。

(1)デ ータに関する認識の誤解

D誰 にで も手に入 るデータは、特殊 なデ ータではな く、極 めて一般 的なデ ータである。

情報システムも、 もしユーザーからの協力がなければ、一般的なデータのみ しか提供す

ることができない。

lDあ る状況を把握す るために必要 とするデータは、量が多ければ多いほど良い とはいえ

ない。情報 システムにも、技術的、物理的限界が存在 し、 ユーザ ーとシステム とがなん

らかの意味 で合意 し、データ範囲を設定せ ざるを得 ない。

② 情報 システムとの対話の欠除

システムとの コ ミュニケーシ ョンが少 なければ 、システ ムか ら得 る情報の量は多 くはな

らない。

今、ユーザーが企業に関するある情報を入手 しようとした場合 、彼の プロセスは、次の

ようなものであろ う。

ロ 　 　 　 　 　 　 　 　

D普 段 見る ことのある出版物(た とえば、 「会社四季報」)で 調 べる

コ コ コ

ii)も し、見つか らなければ、近 くの親 しい人に聞 く

iiDも し、その人がわか らなければ、普段 よく行 く資料室、図書館、 あるいは本屋などに

行 き調べる
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iv)も し、それでもわからなければ、馴染がないが、企業の情報に詳 しい機関へ照会する。

もちろん、 この プロセスは、具体的な行動 となると人に より様々に異 なる。ただ、ここで

重要なことは、 「会社四季報」、 「親 しい人」、あるいは 「資料室」 など普段か らコミュ

ニケ ーションがあるところを糸 口にして、情報 を得 ようとす ることである。ユーザ ーと情

報源 とのコミュニケーションがその情報源を使用するか どうか の大きなわかれみちとな る。新

しい情報源である情報 システムが利用 され るかどうかは、ユーザーとこの情報 システムとコミ

ュニケーションが うま く行なわれるか どうか、にかか ってい ると言え る。一般的に、情報シス

テムの能力は、情報 システムそのものの能力、すなわ ち名 目的な ものについてのみ議論 され

ているが、 実質的な能力、すなわ ちユーザーと情報 システムとのコミュニケーションをも考慮

して議論す る必要が ある。ユーザーの想像力によっては、名 目的な能力をは るかに越えた実

質的な能力を、情報 システムか ら引出す ことができる。優れた情報 システムであって も、ユ

ーザーがそれを使い こなす能力が なければ
、その価値は無 となる。

(3)シ ス テムに対する過大な期待

人間が行 なっていたすぺてを、あるいは人間で もで きないことをシステムに期待するこ

とは、そ もそも誤 りで ある。ユ ーザーが 自らの思考過程 を分析 し、情 報システムとうま く

機能調整 しなければ、 ユーザー自身の ニーズは充たされ ないであろう。

今、た とえば、 「A社 は優良企業か どうか」 とい う判断を下さなければならないユーザ

ーがいた とする。 この時、ユーザーの作業の プ ロセスは次の とお りであろう。

iA社 の概要を調 べる

ii)経 営者の質を調 べる

iip財 務 データを10期 程度調 べ、かつ同業 で同程度の規模の企業の財務データと比較す

る

iv)製 品 の品 目別構成 、輸出比率 などを調べる

V)最 近 の経営方針について主な記事 を調べる

この ようなプロセスを行 ないなが ら、相対的基準を考え、A社 の体質を把握 しようと努

力する。

さて、この ようなプロセスをすぺて情報システムに内蔵す ることは極めて困難である。

ユーザーの思考過程に沿って展開され る情報 シス テムを設計することは、可能ではあるが、

そのステップを明確化す るのは、ユ ーザーで ある。 ユーザ ーが自らの思考過程を分析 しな

いで、すべてを情報システムにまかせ 、コン ピューターの前にすわれ ばぴた りとあたると
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い うことを期待するのは、 しょせん無理 なことである。

以 上述べたこ とは、 ユーザーが自発的に情報 システムを利用することの重要性である。 「使

いこなす」 ことがで きれば レベ ルの高い情報 システ ムは、十分 な威力を発揮するであろう。

●
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デ ー タ とデ ー タ ・マ ネ ー ジ メ ン ト技 術
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第1章 フ ァイル構造 と処 理 システ ム

第2部 では、企業情報に関す るパイ ロ・ト情報 システ ムによるケーススタデ ィか ら、い くつ

かの デ ータベ ース ・システ ムへの要求事項をま とめた。 それ らの要求 は、ご くまれな ケースを

除いては、 ほ とん どのデータベ ースにあてはまる もので ある。 これ らの要求を再び掲げ てみ る

と、次の とお りである。

デ ータへの要求

① デ ータの最新性

② デ ータの網羅性

③ デ ータの信頼性

情報 システムへの要求

④ 応 答の迅速性

⑤ 操作の容易性

⑥ 応答の適確性

⑦ デ ータの加工性

⑧ システ ムの拡張性

⑨ システ ムの信頼性

ここでは、 これ らの要求項 目が、データ ・マネージメ ント技術に対 して どの ような課題を与

えるか、そ してその課題 を如何 にして達成するかを検討する(な お、要求がた とえデ ータへの

要求で あっても、それは間接的にはデ ータ・マネージメン ト技術への要求につながる というこ

とを注意 してお く必要が ある)。

データ ・マネ ージメン ト技術は、大別する と、 ファイル構造に関する技術 と、処理 システム

に関す る技術に分けて考えることがで きるが、 さらに これを細分すると、以下の ようになる。

・・イル… ・技術一 〔 二1熟 三1;1鷲:1
,。,,

DiscriptionLanguage)

一 一 …麟 曇ll蕊蕊:二
Language)
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さて、まず要求項 目ごとに検討する。

ω データの最新性 とデータ ・マネー ジメン ト技術

常に最 新のデ ータを維持す るためには、UPDATEの しやすさが重要な要素 となる。 そ

のため には、 なるべ く情報発 生源に近い所か らUPDATEで き ることが必要である。機能

としては、File・Editor的 な機能が必要 となる。 しか し、UPDATEの しやす さは

データの破壊され やす さにもつ なが るので、 システム面か ら十分なガー ドを考慮 してゆかね

ばな らない。

ト

(2)デ ータの網羅性 とデ ータ ・マネージメント技術

データを網羅的に含 むことは、 シズテムに とっては、非常に大きな負担 となる。有効 なデ

ータベ ースを作 るためには この網羅性 とい うことは重要 な要素であ り、無視す るわけにはゆ

かない。網羅性は、単 に項 目(ITEM)が 多 いとい うことだけではな く、時系列的 なデー

タも考慮に入れ なければならない。 したがって、フ ァイル構 造に、かな りの工夫が必要であ

るとともに、 システム全体 として も、多角的な見地か らの検討 が必要で ある。

(3)デ ー タの信頼性 とデ ータ ・マネ ージメン ト技 術

ソースデータの信頼性をシステムとしてチ ェ ックする ことは、一般的にみ て非常 に困難で

ある。本当の意味の妥 当性 チェ ックは、 ユーザ側のア プリケーシ ・ンにまかさざるを得ない。

システムとしてサポー トし得 る機能は、異常デ ータ等に関 して、 ある程度の チ ェ・クを行な

うもの(デ ータ入力時 あるいはデ ータアクセス時)程 度ではないか と考え られ る。

④ 応答の迅速性 とデータ ・マネージメン ト技術

大部 分のユ ーザに、満足な ターンアラ ウンドを保証す るためには、 システムをTSSベ ー

スで動か した うえで、 さ らに良好な レス ポンス タイムを確保 しなければならない。 そのため

には、 ファイル構造、データ ・マネージメン ト技 術とも、かなりの工夫が必要で あり、 ユー

ザーの習性に応 じたアクセス確率 を考慮 した設計が要求される。

⑤ 操作 の容易性 とデータ ・マネージメン ト技術

これは主 として、デ ータ操作言語の機能に関連するものであり、デ ータベ ース検索用 とし

て簡単な言語あるいは コマン ド・システムで サポー トする必要が ある。

⑥ 応答の適確性 とデ ータ ・マネージメン ト技術

必要なデータを取 り出すこ とに関 して最 も問題 となるのは"効 率"で ある。定型的 に使用

されるデ ータに関 しては、手続 きの省略、 あるいはパターン化(い わゆるカタログ ド・プロ

シ ーデ ・ア的 な機能)が 可能 となる。非定型的に使用されるデ ータに関 しては、アクセス手
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続 きの 明確イヒがはか られてい ることが要求される。 いずれにせ よ、ユーザーは フ ァイルの論

理的構造のみを意識すれば、利用で きるよ うにしてお くことが重要 であ り、いわゆるデ ータ

の独立性が ポイン トとなる。

(7)デ ータの加工性 とデータ ・マネージメン ト技術

これは、主 としてデ ータ操作言語(DML)に 関係 して くる問題であ る。一般的に、DML

は 、 目的向き言語の方向を指向す る独立言語(ContainedLanguage)方 式 と、手

続 き型言語を 目指す親言語(HostLanguage)方 式 が あるが、高度 なオペレーシ・ン

になるほど「こうした い 」という特定の要求 を満たす必要度が高ま り、 このためには、

Cobol,PL/1,Fortranな どの高級言語を親言語 とする、親言語方式を とるのが

適切であると思われる。

さらに高度 な要求 として、情報 の加工 を行 なってい く過程を見ることがで きるように した

い(1種 の デバ ッギング ・モー ド)と い うよ うな要望 もあるが、これ らを実現す るため にも、

親言語方式が有効 で あろ う。

(8)シ ステムの拡張性 とデ ータ ・マネージメン ト技術

拡張性は、データベースが世の中の変 化に対 して柔軟に対応 していけ るよ うにす ることを

要求する もので あ り、 データ ・ペ ースの生命 力とい う見地か ら非常に重要 となる。

フ ァイルの内容の変化 としては、アイテムの追加、併 合、分割などの小規模変更以外 に、

ファイルの構造を変える ような大規模な変更が考え られ る。企業情報 システムの ように、変

更の激 しいシステムにとって、デ ータ構 造がたびたび変更され変更の都度、 システム ・ジェ

ネレーシ ・ンを必要 とする とい うことに なれ ば、か なり致命的であるといわねばな らない。

これ らの変更を簡単 に行なえるようにすることは、主 として、デ ータベ ース記述言語(D

BDL)の 機 能に左右される。また、 ファイル構造の変更のアプ リケ ーシ ョン ・プ ログラム

に対する影響 をできるかぎ り小 さ くする(い わゆ る独立性を保つ)こ とは、 ファイル ・マネ

ージメン ト・システムの重要な役割である
。

⑨ システムの信頼性 とデータ ・マネージメン ト技術

システムの信頼性で問題 となるのは、秘密保護対策、 障害対策、誤操作防 止対策の3つ で

あると考 えられるが、いずれ も、故意あるいは偶発的な事故から、デ ータを保護することが

主眼 となる。

秘密保護対策 としては、従来か らTSSに 関 して数多 く論 じられてきているところで ある。

したが って ここでは、特に詳細 に述べるつ も りはないが、端末機のIdentification、
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個人識別(磁 気 カー ド等)、 パスク ード等の技術 を組み合せ て用 いることが考えられる。

障害対策、デ ータの保護について も、一般のTSSと ほ ぼ 同等の機 能があれば十分と考

えちれ るが、特に重要 なフ ァイルの保証については、十分に配慮する必要が あるで あろ う。

以上に述べ た要求事項 と、 システムの構造 との関係 を整理する と図2-4の よ うになる。

ー
内

部

型

要

求

外

部

型

要

求

データの網羅性

システムの拡張性

応答の正確性

応答の迅速 性

データの最新性

デー タの信頼性

システムの信頼性

データの加 工性

操作の容易 性

内部構造
←

ファイルに関する技術

　
DBDLフ ァイル構造

外部構造
→

処理システムに関する技術
一 ー －
FMSDML母 体システム

ワ

図2-4外 部 要求 とシステム構造 との関係
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第2章 デ ー タ ・マ ネ ー ジ メ ン ト技 術 へ の 課 題

図2-4に よ って、 システムの構造のそれぞ れの部分に対す る要求が明 らかに なったので、

これ らの解決策について検討す る。

■

㈹ 母 体 と な る シ ス テ ム の 課 題

母 体 とな るシステムに対する要求は、迅速性 と信頼性に関するものが主である。現在開発

されているTSSの うち、高度 なものでは、すでにかな りの部 分が実現されている。

特 に、デ ータベニスの母体 となる システムに対 しては、 さらに高度な秘密保護機能 を備え

ることが望 ましい。

●

(2)デ ー タ 操 作 言 語 の 課 題

デ ータ操作言語に関しては、大別 して以下の3つ の要求が ある。

① ファイルの内容を迅速、適確に変更す ることがで きるFileEditor的 機能を有

す ること

②Non-Programmerで も手軽に利用できるように、簡単な検索言語 を備えている

こと

③ デ ータに対 して、数値演算 論理演算等の加工が行ない うるとともに、 デバ ッギング ・

ユーテ ィリティも備えた高度 な言語を有す ること

しかし、以上3つ の要求を同時に満たす言語 体系 を開発することは現実的ではないし、 ま

た可能で あった としても、効率的なものにはな り得 ない と思われる。む しろ、それぞれの機

能を要求す る層を分離 して扱い、外部仕様的 には独 立の体系 と考えた方が良いであ ろう。 こ

の ような考え方か ら、DMLの 体 系 として整理すると以下の ようになる。

① 一般 のTSSで 備 え られ ていると同程度のFileEditor機 能を、 コマン ト"・シス

テ ムとして用 意す る。 ただ し、 この場 合、 ファイル破壊に対 して十分なガード機 能が必要

である

② 検索を主体 とした機能を、 コマン ド・システムとして用意する

③ データの高度 な加工を可能た らしめ るよう、高級言語 を親言語 とす るデータ操 作言語を

用意する

この ような3種 類の体系を用意する ことに よって、 多方面か らの要求に効率 よ く応え られ
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るもの と思われ る。

(3)フ ァ イ ル ・マ ネ ー ジ メ ン ト ・シ ス テ ム の課 題

図2-4か ら も明 らかなように、 ファイル ・マネージメンF・ システムには、非常に多彩

で ある一方、 矛盾す る要 求が 出 され てい る。そ の 中か ら主 なものを列挙すると以下のよ

うに整理で きる

① ファイルの拡張あるいは変更によgて 、 アプリケーシ・ンに影響を一与えないよ う、独立

性 を保証すること

② 多数の デ ータか ら、 ユーザ ーの必要 とす るものを効率 的に取 り出せる ような機能を有す

ること

③ 障害対策、秘密保護に関 して+分 考慮がは らわれていること

データベ ースにおけるデ ータの独立性については、すでに多 くの議論が なされている。具

体的なテクニ ・クと しては、 フ ァイル ・デ ィレク トリーの構造、デ ータ リンクの手 法、 ロジ

カルデ ータとフィジ カルデ ータの対応づけ(マ ・ビング)の タイミング等 について種 々の研

究がなされている。 しか しなが ら、 ファイル ・マネ ージメン ト・システ ムの柔軟性 と効率 と

は、本来、矛盾す る性質の もの である。

デ ータの独立性を重視すればする ほど、 ファイル ・デ ィレク トリーに対す るアクセスが 増

えるこ とは避け られない。 また、効率を最高度 に発揮するため には、 ファイルの性 質お よび

ユーザ ーの習性 を一定の条件におさ えた うえで最適化をはか るのが常套手段であるが、 シス

テ ムが間断な く変化 して ゆくことを前提 とすると、最適化ははか りに くくなる。

これ らの困難 を解決するため には、一般的に言って一回の処理で アクセスす るデータの種

類、量が限定されていると考え られ、 このため ユーザ ー側にある程度の負担をかけ ることに

よって独立性 と効率のバ ランスを保つ方向を検討す る必要がある。

■

c

(4)フ ァ イ ル 構 造 お よ びDBDLの 課 題

ファイル構造にとって、 もっ とも大きな課題は、拡張、変更に対 して、 どの ように フレキ

シピクティを保 ち うるか ということである。本質的 な大改造は ともか くとして、ITEMの

追 加等 に対 して毎回、システム ・ジェネレーシ ョンが伴 うよ うでは現実のシステム としては

使用にたえない。 しか し、設計上の問題 としては ファイル構造の中に冗長性を組み込んでお

くことは、効率に対 して著 しく影響 を与え、また フォーマッ ト上の 制約 も大きい。
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この ようにフ ァイルの フレキ シビリテ ィに関しては、 ある程度ユーザーの負担に帰 さない

と解決で きない問題があ るのではないか と思われ る。また、 ファイル構造の変更を部分的に

はユーザー自身が行なえ るように、DBDLの サ ブセ ットを リモー ト・L－ ザ ーに解放す る

ことも考える必要が ある。

●

B
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第3章 デ ー タ ・マ ネ ー ジ メ ン ト ・シ ス テ ム

フ レ キ シ ビ リテ ィに 関 す る 試 み

前章で述べた課題のなかで、 データの独立性、 システムの効率 、お よびデータ操作言語の問

題等は従来か ら多 くの議論が なされ てきているが、デ ータ ・マネージメン ト・システムの フレ

キシ ビリテ ィに関 しては あま り現実的な議論は行 なわれ ていない。

図2-4で も明確 なとお り、特 にシステムの内部構造 に対 しては、網羅性 と拡張性 を備える

ことが非常に重要 な課題 となってい る。 この網羅性と拡張性 とい うのは、実は非常に似か よっ

た性質を持つ もので あり、 デ ータベースに対す る要求をある時点で固定 した場合は、網羅性が

表面に現われ、将来に対 してそれを保証 する場合 には、拡張 性が表面 に現われ ると考えること

がで きる。 この2っ の要 求が、デ ータ ・マネージメン ト・システ ムの フレキシビリテ ィに関す

る要求の中心をなす ものである。

実際にデ ータベ ースが有効に機能するために は、システムが間断なく変化す る現実に即応 し

ていける能 力を備え てい ることが要求 され る。

5-1フ 。ラ イ ベ ー トフ ァイ ル

従来考え られていたデ ータベ ースの思想は、どち らか というと統 合を志 した ものであ り、

複雑にか らみ あ うデ ータを整然 とした システ ムにま とめあげることに主眼が おかれている。

そのために、 データベ ース ・ア ドミニス トレータ(DataBaseAdministrator)

な どの機能が提案されて きている。膨大なデ ータベースの整合性を維 持するために管理機能

を強化す るという発想は 当然の ものである。 しかし、い くつかの システ ムの例 を参考にす る

とデータベースの有効性が問題 となるのは、変化す る要求 に応 えられない システムの官僚化、

あるいは、膨大な シス テムを一元管 理しようとする ところか ら生ず る管理能力のオーバ ーと

い った現象である。その面か ら見 る と、従来考え られて きた ような統合の イメージは、 あま

りにも不遜な試みでは ないか とい う疑念が生 じる。

特に、今回のケーススタデ ィで選んだ企業情 報に関していえ ぱ、外部条件の変化 によって、

ある時 は海外投資額が問題にな り、 ある時は不動産の保有量が問題にな り、またある時は電

力消費量が問題になる といった ように、要求項 目の内容 も目ま ぐる しく変化 してい る。 これ

らの要素 を事 前にすべ て用意して お くことは全 く不可能であ り、ある程度事態 が明確になっ

た時点で新 らしいデ ータを追加 していか ざるを得ない。また、 この ような要求は非常に緊急

嬉
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●

性 を要する場合が多いので、事態 の変化 に迅速に フォローする ことが可能 でなければならな

いo

さ らに、企 業情報にはミ有価証券報告書ベ ースのデ ータの ように全 くオープンになってい

るデータの他に、官庁あるいは企業が独 自に持 っていてか な り機密性 の高いデータもあ り、

完全な機密保護がなされ ていないかぎ りデ ータベースの中 には入れ られない とい った性質の

デ ータがかな り存在する。

この よ うな問題の解決策 として、新 たに プライベ ー トフ ァイル とい う概念が導入 される。

プライベ ー トフ ァイルについては、第2部 にfO・い て もニーズ分析の結果か らもそれの必要性

が提案 され ているが、デ ータベ ース ・マネージメン ト技術のサイ ドからもそれが新 ためて強

調 される。

データベース ・マネージメン ト技術から考え るとプライベー トファイルは、 デ一夕ベーズ

の中核 となるメインファイルに対置 されるべ き性質の ものであり、以下の ようなものが対象

となる。

① 要望の変化によって新たに必要 となって きたデ ータを収納するいわゆる拡張 フ ァイル

② 高度 な機密情報を格納す るファイノレ

③ ごく一部の ユーザ ーしか関係 のない特異 なデータを格納す るファイル

④ 有用ではあ るが必ず しもオーソライズ しえないデ ータを格納するファイル

■

5-2プ ラ イ ベ ー トフ ァ イ ル の 構 造

プ ライベ ートファイルを含んだ ファイル構造は種 々のタイプの もの を考え ることがで きる

が、 一般の トリー構造の ファイルで考 えた場 合には、あるセグメントに対応す る部分 をプラ

イベ ー トファイルと しうる と考えれば よい。

た とえば、企業情報 システムの場合図3-1の よ うな構造が考えられ る。

図3-1は プライベ ー トフ ァイルを含むフ ァイル構造の1例 であるが、 この場合には、会

社 コー ドをマスターインデックス として メイン ファイル とプライベ ートファイルが リン ク さ

れてい る。例 えば、 「公害防止設備投 資額 」と「収益性指標 」との関連性 を、会社 コー ドの

もとに調べるζとが可能 となる。

この ような構造を とる ことのメ リッ トは、

① プライベ ートファイルの部分は、 メイン ファイルに何 ら影響 を与えることな く、後か ら

システムに追加する ことが可能で ある。

一41一



レベ ル1

レ ベル2

イ

テ

ム

卜

収 益 性

指 標

「 一 「 一'
一寸 工コ

公害防 止

設備投資額

「

.

レ

ト
ィ
「

ア

ベ

フ

イ"フプ

図3-1プ ラ イベ ー トフ ァ イ ル の 構 造

エイトルギへほ　

1利 用 状 況

フ'ラ イベ ー ト

プ アイ ル2

② プライベ ートファイルは、必要 な人にのみ公開す ることが可能であ り、 また独立 した フ

ァイルであるため、 機密保 護に完全 を期 し得 る。

③ 正規のかた ちでシステ ムに組み込 み得 ない データで も、試験的にプ ライベー トファイル

として組み込み、各種の テス トを行な うことが可能であ る。

3-5プ ラ イ ベ ー トフ ァ イ ル の 展 開

以上述べた ように、 プライベ ー トフ ァイルはデータベ ースの拡張性を具現するために考え

出された概念であるが、将来の展望 として、デ ータベース自体がプ ライベー トファイルの集

合か ら成 り、 システムとしては最 低の規約のみ を定 めておけば よい、 とい った形態 も考え ら

れ る。その 場合、 データベ ースは全体 としては統合 された システムではあるが、個 々には独

立 の ファイルか らな り、各 ユーザーは お互の契約の もとに他人の ファイルを利用 しあうこと

になる。 また、ある システムではか な り権威のあるパブ リ・ク ファイルを中核 として、その.

ま わ りにいくつかのプ ライベ ートファイルが存在す る形態 も考えられ、 データベ ースの局面

は大 きな広が りをもつので はないか ら考えられる。

さ らに、ネ ットワークで結ばれたデ ータバンクを展望 した場合には、当然 ファイル間のダ

イナ ミ・クな結合を考える必要が あり、その際 には プラ イベ ー トファイルの概念は必ず や有

効に機能するものと期待される。

●
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第4章 企業情報 システムの開発の試み

System-Xか らSystem-XXへ

■

4-1企 業 情 報 シ ス テ ム に お け るデ ー タ流 通 機 構

ユーザーとしての要請に対応 できるのは、基本 としてプ ライベー トファイル、 パー ソナル

ユースであ り、 プライベ ー トファイルの一部を開放 してパ ブ リックファイル とすることで あ

るといえる。情報 システムとユーザーが分業にならない体制を、企業情報システムに当ては

めてみ ると、下 図の ような考え方に なる。

A企 業

.F

D企 業

.F

F企 業

P.F

E企 業

.F

H企 業

F

P.F:プ ラ イ ベ ー ト フ ァ イ ル

■

図3-2 デ タ 流 通 機 構

各企業は 自企業の様 々なデータをプライベー トファイル としてもってい る。そのデ ー タの

一部 は公開 して決裁機 関へ送 る
。 これは有価証券報告書を大蔵省、証券局へ提 出す ることと ・

本質 的には変 らない。 一方、決裁機関では、そのデ ータをプール しておき、加 盟他企業の要

請に応 じて、そ のデ ータを転送する。あるいは、直接 加盟企業間のチ ャンネルをつ ないでデ

ータを交換 させることもで きる
。基本的には、情報のネ ・ト・ワークを作るので あるが、企
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業同志が直接 ネ ット・ワーク を作ってい くの は難 しいため、 データのや りとりを"決 裁"す

る機関を作 り、 デ ータ流通機構 の中心におく。 この機構 に加盟 している企業 は、デー タの イ

ンプットを一部 受持つ ことになるが、その負担は少ない。データインプ ットが分散され るた

め、 データの更新は短時間に行 なわれ る。 コス ト面か ら考えて も、あ らゆるコス トが分散さ

れ加盟企業は、少額の負担でデ ータを得 ることができる。

デ ータ決裁機関 企 業プ ライベー トファイルを通 じて入ってきたデ ータは、パーソナル

・ ユースの端末に よって使われ る。

デ タ

決裁機 関

企 業

プ ライベ ー ト

プ アイル

八 一 ソナ ルユ ース

の 端 末

企業の プライベ ー トフ ァイルには、パ ーソナルユースの端末に対 してプライベ ー トな部分

を与え、あるセク シ ョンの端 末を使用する個人、または少数の一群が、 自己の業務に直結 し

た ファイルを持つ ことがで きるように しておけば なおよい。 この ファイルの中に、た とえば

「秘書部 門 」で あれば、取引先の役員に関するデ ータな どを入れておくことが できる。

この ようなシステムが設計されて、 データの流通が スムーズに行なわれ るようになれば、

ユーザーサイ ドか らの要請に、ほS－対応できることに なるであろ う。そのためには、ハ ー ド

ウェアの問題 も解 決 しなければな らないが、それ以上に、社会制度 としてのデ ータ流通機構

を考えてお く必要 がある。

■

4-2企 業 情 報 シ ス テ ムlSystem-XX

プ ラ イベ ー ト フ ァ イ ル の 機 能 の シ ミ ュ レ ー シ ョ ンを 行 な うた め に 、 企 業 情 報 シ ス テ ム:

System-XXを 開 発 した 。System-】(Xは 、 第2部 の1章 で 述 べ た パ イ ロ ッ ト シ ス

テ ム:System-Xを 基 本 と し て 、 プ ラ イベ ー トフ ァ イ ル の オ ー プ ン、 お よび マ ス タ ー フ

ァ イ ル との 結 合 をDEFINEコ マ ン ドに よ り、 きわ め て簡 単 に 行 な え る よ うに 設計 さ れ て

い る。

System-XXで は 、 パ イ ロ ッ トシ ス テ ム の マ ス タ ー フ ァ イ ル と プ ラ イ ベ ー トフ ァ イ ル

:DETAILCOST(製 造 原 価 明 細)、RAWMATRL(原 材 料 使 用 ・購 入)、 お よび

INVESTMENT(設 備投 資)と を 企 業 コ ー ドを 共 通 の キ ー と して 結 合 し て 検 索 す る こ と

一44一
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■

が可能で ある。

System-X

DETAILCOST

System-Xの マ ス タ ー フ ァイル

System-XX

図3-3System-XとSystem-XX

プ ラ イ ベ ー トフ ァ イル を 利 用 す る 資 格 の あ る 利 用 者 は 、 新 し い コ マ ン ド

DEFINEpassword,privatefile

に よ り、 プ ラ イ ベ ー トフ ァ イ ル と マ ス タ ー フ ァ イ ル を 結 合 して 、 全 く単 一 の デ ー タ ベ ー ス の

よ う に 利 用 す る こ と が で き,る。

System-XXの デ ー タ は 、 以 下 の よ うに 構 成 さ れ て い る。

フ ァ イ ル デ ー タ 属 性 パ ス ワ ー ド

Syst'em-Xマ ス タ ーフ ァイル 企 業 情 報 一 般

DETAILCOST

RAWIUATRL

INVESTMENT

製造原価明細

原 材 料

設 備 投 資

マ ス タ ー

プ ラ イ ベ ー ト

プ ラ イ ベ ー ト

プ ラ イ ベ ー ト

な し

SES、AMI

ABRAKAD

JUGEM

－45一



マ ス タ ー フ ァ イ ノレ

会 社 コ

イ ンデ ック ス1

会 社

イ ンデ ソク ス2

口

QSESAMIQ

富≒
PAWMATRL

図3-4System-XXの デ ー タ構 造

QJUGENQ

"中

品'一'

INVESTMENT

System-XXに より、以下の問題に対応した検索を行なった。

(1)電 力費の製造原価に占める比率が高い企業の業種名、売上原価、および売上額等を知り

たい

② 原材料に原油、あるいは重油を使用している企業の総生産額、社内留保額、引当金、お

よび特別償却準備金等を分析し、原油値上げに対する財務的耐久力を把握したい

③ 同上の企業を、設備投資面からも分析したい

(4)同 上企業の海外投資、海外法人等を把握したい

(5)電 機産業の設備投資規模と売り上げ規模との相関表を作 りたい。

以上を具体的に検索した結果を以下に示す。

弓
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〔例1〕

サ プ コマ ン ド ハ

サ ブ コマ ン ド ハ

FOl-120コ

サ ブ コマ ン ド ハ

FO2-120コ

サ ブ コマン ド ハ

FO2-120コ

サ ブ コマン ド ハ

ESO4パ ラメ一夕

サ ブコマ ン ド ハ

FO3-1コ

サ ブ コマン ド ハ

DEFINESESAKI,DETAILCOSTプ ライベ ートフ ァイル製 造原価 明 細

を マス タ ー フ ァイル と結 合せ よSELECTG30032-4511GTo

SELECTCG29022-4511GToあ らか じめ 電 力 を 使 用 す る 企

業 を検 索 せ よ

FILEFO2前 に 絞 った フ ァ イ ルFO2か ら検 索 す る こ と を 指 示

SELECTG30032-4511

エラー(05)/G29022-4511GEO.0445年 下 期 の 電 力 費 一
一製 造 原 価 率4%以

SELECTG30032-4511上 の 企 業 を 検 索 せ よ

/G29022-4511GEα04

DISPLAYGO1061,G29021-451,業 種 、 売 り上 げ 原 価 を プ

G29021-4511 リ ン トせ よ

ニ ホ ンlmi]

GYOSHU'

URIAGEGENKA

451

URIAGEGENKA

4511

サ ブ コマ ン ド ハSELECT

FO4-2コ

サ ブ コマ ン ド ハDISPLAY

ニ ホ ン 吻

GYOSHU

URIAGEGENKA

451

URIAGEGENKA

4511

1,251,000,000

1,251,000,000

G30032-451156年 下 期 の 電 力 費 一 製 造 原

/G29022-4511GEα03価 率3%以 上 の 企 業

を検 索 せ よ

GO1061,G29011-451、-4511

業 種 、 売 上 高 を プ リン トせ よ

トウキヨウー

GYOSHU

URIAGEDAKA
451

URIAGEDAKA

4511

1,598,000,000

1,598,000,000

ア ンキ キキ

15・010・OOO・OOO
,

16,394,000,000
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〔例2〕

サブコマン ド ハ
マスタ フ アイル

FILE× 検索対象を全企業に拡大

サブ　 ンドハDEFINEABRAKAD・RAWM"TRLζ 三多㌻ 与㍍2露 聾 を

サフコマンド ハSELECTGo901EQnゲ ンユnANDSHIHONKINGE

1000M

ガイトウスル

サブ コマン ド

ガイ トウスル

カイシャ ガ アリマセン 原油を使用 し、資本金規模10億 円以上の企業を検 索

ハSELECTGo901EQ

カイシャ ガ ア リマセン

サプコマン ド ハ

FO5-3コ

サブコマン ド ハ

FO6-3コ

サ フヒマン ド ハ

已 ギョギョウ

GYOSHU

せ よ
1ゲ ンユn

SELECTGo901EQnジ ュウ=c「 重 油 を 使 用 して い る企 業 を検 索 せ よ

SELECTC SHIHONKINGEIOOM
さ らに、資本金が10億 円以上 の企業を検索せ よ

DISPLAYGolo61,Go903-4511,Go904-4511,

Go501-4511,G29134-4511

業 種 、 原 料 購 入 、 原 料 使 用 、 総 生 産 額 、 社 内 留 保 額 を プ リン トせ よ

GENRYOMEI
GENRYOKONYU

4511

GENRYOMEI
GENRYOKONYU

4511

SOSEISAN
4511

SHANAIRYUUHOGAKU

シ ュッ リョク

4511

オ ッ ツラ マス カ YES

スイサ ン

アキカン

ジ ュ ウユ

1,427,395

89,808KL

33,567,000,00・O

0

■

ニ ホ ン 晶

GYOSHU

GENRYOMEI
GENRYOKONYU

4511

GENRYOMEI
GENRYOKONYU

4511

GENRYOMEI
GENRYOKONYU

4511

GENRYOMEI
GENRYOKONYU

4511

ス イサン

ジュウユ

151,028KL

ワ イヤ ー ロープ

ローブ

ギョモウ

1、162・MT

518,714KG

424,619KG
¶

サブコマン ド ハDISPLAYG27041-451ユ,

履 ギョギョウ
HIKIATEKIN

4511

TOKUSHOKYAKUJUNBIKIN
4511

G27044-4511

引 当 金 、 特 別 償 却 準 備 金 を プ リン トせ よ

927,000,000

0

吻 スイサンHIKI
ATEKIN

45114,609,000,000

TOKUSHOKYAKUJUNBIKIN
45112500,000,000

一48一



●

`

●

亀

〔例3〕

サブコマンド ハDEFINEABRAKAD,RAWMATRLプ ラ イ ベ ー ト フ ァ イ ル 原 材 料 を
マ ス タ ー フ ァ イ ル に 結 合 せ よ

サブコマンド ハDEFINEJUGEM,INVESTNENY

ENO3パ スワー ドファイル ガ ミツカ リマセン

プ ライ ベ ー トフ ァ イル 設 備 投 資
ヴフ'uマ ンド ハDEFINEJUGEM,INVESTMENTを マ ス タ ー フ ァ イ ル に 結 合 せ よ

竃i31㌻ご 姐 ご ‡㌫ご
サブコマン ド ハDISPLAYGO901主 な使 用 原 材 料 を プ リン トせ よ

吻 ギ。ギ。ウ

GENRYOMEIア キカン

GENRYOMEIジ=ウ ユ

GENRYOMEIカ セ ントワイン ロープ

GENRYOMEIワ イヤーロープ

GENRYOM〔EIギ ョモ ウ

GENRYOMEIシ ョクエン

GENRYOMEIダ ンボ→ レケース

吻 スイサン
GENRYOMEI

GENRYOMEI

GENRYOMEI

GENRYOMEI

GENRYOMEI

フーロ

ユ

ー

ウ

ウ

ヤ

プ

モ

ユ
イ

ー

ヨ
オ

ジ

ワ

ロ

ギ

シ

サブコマンド ハSELECTCG2802GEloooMANDGO501GElOooM

FO8-1コ 資本 金が10億 円以上、総 生産額が10億 円以上の企業 を検 索せ よ

サブコマンド ハDISPLAYGo1061,G25011-4511,G25012-4511,t

G25013-4511業 種 、 設備資金調達額、株式調査額

社債調達額を プリン トせ よ

吻 セイサクシ・
GYOSHUデ ンキキキ

SETSUBISHIKINCHOTATSUGAKU
4511XXXXXXXXXX

KABUSHIKICHOTATSUGAKU

4511XXXXXXXXXX

SHASAICHOTATSUGAKU

4511XXXXXXXXXX
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〔例4〕
●

サブbマンド ハDEFINEABRKAD,RAWMATRL

サブコマン ド ハSEIECT

キ一 八GENRYOMEI

アタイ ハ"ゲ ンユ"QR"ナ フサnQRttジ ュウ=L"

キ一 八G2802

アタイ ハGE10000M

キ一 八/

FO9-2コ

}

プ ラ イ ベ ー トフ ァ イ ル 原 材 料 を マ

ス タ ー フ ァ イ ル に 結 合 せ よ

原料 に原油または、 ナフサまたは

重 油を使用、資本 金100億 円以

上 の企業を検 索せ よ

■

●

サブコマン ド ハDISPLAYG13011,G13014,G13041

海 外投 資残高、海外直接事業投資残高、現 地法人数 をプリン トせ よ

㎜ セイサクショ

TOSHIZAN

CHOKUSETSUTOSHIZAN

GENCHIHOJINSU

0

0

0

囮Zー スイサン

TOSHIZAN

CHOKUSETSUTOSHIZAN

GENCHIHOJINSU

サブコマンド ハDISPLAYGENCHIHOJINMEI

0

0

0

現地法入名 をプリン トせ よ

㎜ セイサクショ

GENCHIHOJINMEI

GENCHIHOJINMEI

GENCHIHOJINMEI

GENCHIHOJINM[EI

GENCHIHOJINMEI

GENCHIHOJINMEI

GENCHIHOJINM[EI

GENCHIHOJINMEI

GENCHIHOJINMEI

GENCHIHOJINMEI
、

唖 スイサン

GENCHIHOJINMEI

データ ガ ミツカリマセン
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〔例5〕

サブコマン ド ハDEFINEJUGEM,INVESTMENTプ ラ イベ ー トフ ァ イ ル 設 備投 資 を マ

詔 二ζ㌫SE皿CTGYUSH皿ODOEQ1コ 羅;=借 離 福擬 せ、
一 ド ・・TABIEGO301BE]IVVEEN2500M,5000M,7500M,10000M,12500M

ETo4パ ラメー タ エラー(01)

サブコマン ド ハTABIEGO301BEIWEEN2500M,5000M,7500M,10000M

12500M/G10011B】 孤WEEN1000M,2000M,3000M,4000M,5000M6000M
SOURIAGE総 売 り上 げ と 投 資 額 累 計 の 頻 度 分 布 表 を 作 成 せ よ

X1:-2500M

X2:2500M-5000M

X3:5000M-7500M

X4:7500M-10000M

X5=10000M-12・500M

X6:12500M-

TOSHIGAKURUIKEI-KOJI

1

6

7

9

6

3

8

3

2

1

1

、

、

ノ

ノ

:

・
・
:

.

.
:

:

:

Y

1

2
3

4

5
6

7

ン

7

Y

Y

Y

Y

Y

Y

Y

1
2

3
4

5
6

コブ

.

X

X

X

X

X

X

ナ

1000M-
2000M
3000M
4000M-
5000M-
6000M

5
0
0
0
0
0
1

Y4
0
1
0
1
1
2

Y3
0
4
2
0
1
2

Y2
0

2
3
1
1
0

Y

1000M
2000M
3000M
4000M
5000M
6000M

7
0
0
0

0
0
81

Y6
0
0
0
0
0

1

Y

サ マ ド

サフコマン ドDEFINEJUGEM,INVESTMENT

サブコマン ド ハ

12500M/G10011

SOURIAGE

X1:-

X2:2500M-

X3:5000M-

X4:7500M-

X5:10000M-

X6:12500M-

TOSHIGAKURUIKEI-KOJI

1

3

4

8

6

3

6

3

2

1

1

.
・
.
・
:

:

.
・
.
・
:

.
・
:

Y

1

2

3

4

5

6

7

5

6

1

2

3

4

5

6

Y

Y

Y

Y

Y

Y

Y

X

X

X

X

X

X

X

X

サブコマンド ハ

TABLEGO301BE[[Wli]EN2500M,5000M,7500M,10000]>L
BE'IWi1)EN200M,400M,600M,800M,1000Ml200M

9
】
-

1

0

0

0

0

Y

200M=

400M-

600M-

800M-

1000M-

1200M-

10000M-
12500M－

3

1
0

0

0

0
0

Y 4̀
0

0

0
0

0

0

Y 5
1
2
1
0
0
0

Y 6
0

1
1
0
0
0

Y

2500M
5000M
7500M
lOOOOM
12500M

200M
400M
600M
800M

1000M
l200M

12500M

7

0

6

」4

2

3

42

Y
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4-5企 業 情 報 シ ス テ ム と フ。ラ イ ベ ー トフ ァ イ ル

シミュレーションの経験か ら、プライベー トファイルに関するいくつかの基本的性質を描

き出 してみる。

(1)プ ラ イベー トファイル とマス ターファイルとの関係について

共通の キーが、 企業 コー ドの ように扱 いやすい ものであれば、簡単にプライベー トフ ァ

イルとマスターファイルとを結合する ことがで きるが、 より一般的な ファイルの結合を実

現す るためには、 マスターフ ァイルその もののファイルアクセスメソッドに柔軟性が必要

で ある。

また、DEFINEコ マ ン ドの型式 も2つ の ファイルの 関係 を完全に規定するために、

非常に詳細 なもの になるであろ う。

た とえ ば、System-XX↓(お ・いては、 マスタ ーファイル と、プ ライベ ートファイルと

の 関係は、補 完的 であるか ら、結合 した結果 も、きわめて取 り扱いが容易であるが、同じ

情報に関 して、 マスターフ ァイルとプライベー トファイルが別の情報を与え るような、二

義性の ある結合の場合 は、どちらかを選択す るかの規定を、DEFINEコ マ ン ドの中で

行 な う必要がある。

② プライベー トフ ァイルの機能に関 して

プライベ ートフ ァイルが マスタ ーファイル と独立に作成されたデ ータバンクであると考

●
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図3-5マ ス タ ー フ ァ イ ル とプ ラ イ ベ ー トフ ァ イ ル との 結 合

、
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えると、 プ ライベ ー トファイルがマスターファイルに結合される方式に2通 りが可能であ

る 。

U2

u,

マス ター

フ ァイ ル'

ワ.ラ イベ ー

,≠ 、1ト フ アイ ノレ

《第

A方 式 を更に一般的に考え ると左図の よう

な関係 とな り、 ユーザーUiと プ ライベ ート

ファイルが結合した り、離れた りする形態 と

なる。

B方 式ではマスターフ ァイルがデータバン

クか らユーザ ーに、 コピー、 または貸 し出さ

れて利用され る従来のデ ータバンクに近い形

態 となるが、 プライベー トファイルの機 能が

強化されている点が異 なる。

論理的な側面 から、 プライベー トファイルの機能を調べてみると、以下のように要約でき

(1)フ ィルター機旨旨

マスターファイルの より広範 な情報 を利用す る事前選択機能 を、 プ ライベー トフ ァイル

が果たす。 シ ミ・レーションの例2、 例4で は、 マスターファ'イルにない情報によ り、石

油か ら派 生す る原 料を主原料 とす る企業を選び出 しており、 マス ターファイル検索の フィ

ルター機能を果た している。

マ ス タ ー フ ァ イ ル

プ ラ イベ ー ト

プ ア イ ル 目的情報
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(2)リ ン ク機 能

マスターファイルの情報 とプライベー トファイルの情報とを結合 し、検索 条件、あるい

は出力情報とする機能 は、 フィル ター機能 よりもプライベー トフ ァイル とマスターファイ

ル との結びつ きが密接である。 この場合、 リンクのための リン クキーが関係 を定める重要

な要因 となる。 シ ミュレーシ ョンの例1、3で は、 マスターファイルの電力費とプライベ

ー トファイル:DETAILCOSTの 製造原価 とが リンク され て検索条件が構成 されて

い る。

業
二
企
=
一ρ

!

・ス・一… ル ＼/プ ライ　 ・… ル

8

●

●

③ はめ込み機能

マスタ ーフ ァイル とプライベ ー トフ ァイル との 関係がさらに密接にな り、 プライベー ト

フ ァイルの枠組にマスターフ ァイルの情報をはめ込み、データ構造 を再編成 して利用する

機能が最後に考え られ る。

このよ うな利用のためには、2つ の フ7イ ルの情報の関係、結合 キーなどの制限が強い

ことが条件 となる。

マス ターフ ァ イル

フ フイベ ー トフ ァイル

以上の3つ の レベルの結合を実現するためには、共通結合子の設定、データ構造の設定、

記述および中間 ファイルの構造設定と記述などの一般 的理論が必要 となるであろうし、 また、

ファイル、 あるいはデ ータベ ースの多核化理論 も現実に解決すべき重要問題 となるであろ う。
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提 言

提 言1.情 報 化 社 会建 設 の ビ ジ ・ン実 現 のた め の具 体的 タ ーゲ ッ トを達 成

す るため の基 礎 と して行 政 ・経済 ・経 営 ・社 会 ・医 療 ・教 育 ・環 境 ・交 通 等

に関 す る'もろ もろ のデ ータ ・バ ンク形成 と情 報 ネ ッ トワー クシ ス テム の 開発

を、 情 報資 源 共 有 の理 念 の もとに 、推 進 し確 立 しなけ れば な ら ない。へ
提 言2.デ ータ ・バ ン ク の形成 に あた っ ては、 デ ータ の生 成 ・利 用 ・流 通

の各 プ ロセ ス の実 情 を明 らか に し、 情報 エ コ ロジ ー を究 明 す る と と もに、 デ

ータ に対す る需 要 を解 析 し、 またデ ータ 評 価 を行 わ なけれ ば な らな い。 特 に

デ ータ そ の ものへ の要 求 と して、最 新 性、 網 羅 性 、信 頼 性、 デ ータ処 理 機 能

へ の要求 と して、応 答 の迅 速性 、 操作 の容 易 性 Σ_応益 の適 確 性 、 デ ータ 加 工

性 、 シス テ ム の信 頼 性 、 シ ステ ム の拡 張 性 が、 綿 密 精確 に検 討 され な けれ ば

な らな い。 これ に よ りデ ー タ開発 の 目標 を明確 に しな けれ ばな らな い。

提 言3.デ ータ 開発 の 目標 を 達成 す る の には 、 デ ータ ・エ コ ロジ ー の実態

をふ まえ、 情報 処 理 技 術 の 提供 し うる技 術 的 可能 性 のな か にお い て、 シス テ

ム設 計 を行 わ な け れば な らない。 とくに上 記 の諸要 求 を満 足 させ るため には 、

デ ー タ ・マ ネ ジメ ン ト技 術 と して具 体 的 にフ ァイ ル構成 、 言 語問 題 にわ た り

考慮 されな け れ ばな らな い。

提 言4.情 報 資源共 有 の理 念 の もとに、 主要 デ ータ ・パ ンクを 、 情 報 ネ ッ

トワー クを通 じて、共 同利 用 す るに あた っ ては、 汎 用的 な 単一 の巨大 フ ァイ

ル の形成 を 目途 とす る総 合 化 の方 向 は 、 必 ず し も現 実的 な解 答 では な い。 む

しろ利用 者 側 は それ ぞ れ プ ライベ イ トフ ァイル を備 え これ らを主 要 デ ータ ・

バ ンク に リンク し、 か つ相 互 に利 用 し うる よ うに す る分散 化 の方 向 が 実際 的

な場合 が あ るか ら、 そ の方 向 で の シス テム設 計 が 考 慮 され な け れば な らな い。

提 言5.上 述4っ の提 言 におい て指示 した趣 意 の もとに、 多 くの具 体 例 に

っい て、 シ ミュ レー シ ョン研究 が行 わ れ、 情 報 シ ス テムの設 計 のた め の基 礎

資料 を獲 得 す る こ とが 肝 要 で あ る。
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提 言1～5の 説 明

本研究報告は、 「あとが き」に詳 しく述べ てあるように、データ開発委員会 の最終報告である。

この機 会に、 この委員会 が調査 ・研究の結果、到達 し得た見解を、提言 の形で まとめ ることにした

もので ある。

(1)提 言1に ついて、昨年度の中間報告 にデータ開発 に本委員会 がとりかかった趣意が説明 され

ているか ら、それを参照されたい。

(2)提 言2に っいては、 一般的 には、昨年度の中間報告でデータ開発、データ ・ネ ットワーク、

データ ・マネジメン トとして述べたが、本研究報告 におい て具体的に利用者の利用プ ロセスを

分析 し、データへの要求、データ処理機能への要求 を詳 しく述べ、これ をいか にして満足 させ

るべきか とい う問題設定を行 った。(第1部 及び第2部 参照)

⑧ 提言3に 述べてあるデータ ・マネジメン ト技 術につい てtt、 本 報告第3部 に詳 しく述べて あ

る。

(4)提 言4は 実際のデ ータ利用現場 において、データ需要 はど うであるか。既存 のデータ ・ベー

スの考 えは、果 してこれを満足 しうるとい う設問 に対する解答である。従来フ ァイルに関 して

述 べて ある教科書は、総合化 された汎用 の単一巨大 ファイルの形成 する ものが多か ったのに対

して、われわれの解答 は、その逆 をも示唆 してい ることが大切 な点である。

これ については、第1部 に述 べたデータ 流通 の機能モデル についての考察、第2部 に指摘 し

てある汎用性 と柔軟性 の区別な どが、重要 な予備考察 になっている。

提言5に おいては、 さらに広汎な研究調査の必要 があることを指摘 している。

われ われは、本報告において、 ある特定 の具体的なオ ンライン情報検索 システムを用い、企業

情報 について、情報検 索問題 を検討 した。われわれが提言2乃 至4に 提示 した見解 はこの実例 に

ついての利用経験 から帰納 した ものである。実例 に関する限 り、提言4に 述べたよ うな分散方式

が、いわゆ る統合方式 に勝 っていることを疑わない。ただこれはあくまで も、一つの実例 に過 ぎ

ないので あるから、 これを一般化 するため には、 さらに多 くの異 った実例 について検討 を重ねる

必要 がある。

この趣意 を提言5に おいて主張 した。そ の際、在来 の教科書 に提示 されてい るのとは、反対 に

提案4の 如 き分散方式 が、む しろ本筋になるのではないか と思 うので あるが、情報 システムの設

計、デ ータ開発、データ ・バンクの形成 に とりかかる前に、検討すべき諸点力桐んであるかについ

'て、本研究報告 が前回の中間報告 とともに、多少 とも参考 になるならば幸いである。
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別 添1

パ イ ロ ッ ト ・シ ス テ ム' System-Xの 蓄 積 情 報

・

01 企業の概要

01 会 社 名

02 本社所在地

1 本社所在地(県)

2 本社所在地(市 町村)

3 電話番号

03 代 表 者 名

04 払込資本金

05 設立年月日(西 暦)

06 事業 内 容

1 業 種

2 主要製品名
ρ

07 従 業員数

1 総 従 業 員

2 現業部門従業員数

3 事業部門従業員数

08 平均月額給与

09 従業員平均年令

02 売 上

01 総 売 上 額

02 製品別売上金額 ・数量

1 売上製品名

2 売上数量単位

3 製品売上額

4 製品売上量



03 生産能力製品名

04 生産能力単位

05 生 産 能 力

03 生 産

01 総 生産 額

02 製品別生産

1 生産製品名

2 生産数量単位

3 製品生産額

4 製品生産量

04 事業所

01 事 業 所 名

02 事業所在地

1 事業所所在地(県)

2 事業所所在地(市 町村)

03 事業所敷地(鴉m)

04 事業所従業員数

05 事業所生産品

1 事業所生産品名

2 事業所生産能力

3 事業所生産能力単位

05 輸 出

01 総 輸 出額

02 製品別輸出

1 輸出製品名

2 製品輸出額
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06 設備投資

01 設備投資額累計

1 設備投資額累計工事ペース

2 設備投資額累計支払ペース

02 設備投資額

1 設備投資額(工 事 ベース)

2 設備投資額(支 払ペ ース)

03 部門別設備投資額(工 事ベース)

1 投資部門額

2 部門投資額

04 事業所別設備投資額(支 払ベース)

1 投資事業所名

2 投資事業所所在地(県)

3 事業所投資額

07 海外活動

01 海外投資残高

1 海外投資残高

2 証券取得投資残高

3 債権取得投資残高

4 海外直接事業投資残高

5 海外支店投資残高

02 海外投資収益高

1 海外投資収益高

2 配 当 収 益
、

3 利子 収 益

4 ロイ ヤ リテ ィ収 益

03 現地法人常勤出向者数

1 現地法人常勤出向者数
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2 役 員 数

04 海外事業体数

1 現地法人数

2 海外支店数

3 駐在員事務所数

4 地域別海外事業体数

1 地域名

2 地域別現地法人数

3 〃 海外支店数

4 〃 駐在員事務所数

05 現地 法人

1 現地法人名

2 進 出 国 名

3 現地法人設立年 月

4 出 資 額

5 出資 比 率

6 進出事業内容

7 現地法人売上額

8 法人利益額

9 提携企業名

08 関連企業

01 系列企業

1 系列企業名

2 系列企業資本金

3 系列企業事業内容

4 持 株 数

5 持 株 比率

02 参加共同行為
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1 カルテル名

2 カル テル法律名

3 カルテル形成年 月

4 カルテル内容

09 役 員

01 取 締 役

1 取締役氏名

2 役 名

3 職 名

4 取締役生年月日

10 借 入 金

01 長期借入金

1 長期借入先

2 長期借入残額

02 短期借入金

1 短期借入先

2 短期借入残額

11 株 式

01 発行済株式

1 発行済株式数

2 券 面 額

02 株 主 数

1 株 主 数

2 政府公共団体株主数

3 金融機関株主数

4 証券会社株主数
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5 その他の法人株主数

6 外国人の法人株主数

7 個人その他株主数

03 持株率

2 政府公共団体持株比率

3 金融機関持株比率

4 証券業者持株比率

5 その他の法人持株比率

6 外国人持株比率

7 個人その他持株比率

04 大株主

1 大株主各

2 大株主持株数

3 大株主持株比率

05 株 価

1 最高株価

2 最低株価

12 資 産

01 資産合計

02 流動資産

1 流動資産

2 当座資産

3 棚卸資産

03 固定資産

1 固定資産

2 有形固定資産

1 有形固定資産

2 建 物
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3 構築物

4「 機械装置

5 船 舶

6 土 地

7 建設仮勘定

3 無形固定資産

4 投資

04 繰延勘定

1 繰延勘定

2 研究開発費

13 負 債

01 負 債

02 流動負債

1 流動負債

2 支払手形

1 支払手形

2 関係会社支払手形

3 設備関係支払手形

3 買掛金

4 短期借 入金 ・

03 固定負債

1 固定負債

2 社 債

3 外貨社債

4 長期借入金

5 外貨長期借入金

04 引当金

1 引当金
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2 価格変動準備金

3 貸倒引当金

4 特別償却準備金

5 海外市場開拓準備金

6 海外投資損失準備金

05 債 務

1 割引手形

2 担保差入手形

3 譲渡手形

4 保証債務

14 資 本

01 資 本

02 資本金

03 新株式払込金

04 資本剰余金

05 利益剰余金

15 損益計算書

01 売上高

1 売上高

2 総売上高

3 関係会社売上高

02 売上原価

1 売上原価

2 製品製造原価

03 売上総損益

04 割賦販売利益等調整後売上総損益

05 販売一般管理費
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1 販売一般管理費

2 販売手数料

3 広告宣伝費

4 従業員給料手当

5 福利厚生費

6 交際費

7 租税公課

8 事業税

9 試験研究費

06 営業損益

07 営業外収益

1 営業外収益

2 受取利息配当金

3 関係会社受取利息

08 営業外費用

1 営業外費用

2 支払利息割引料

3 租税公課

4 事業税

09 税引前当期純損益

10 特別利益

11 特別損失

12 税引前当期損益

13 税引後当期損益

1 税引後当期損益

2 配当金

3 役員賞与

4 社内留保額

一65一



別添2

企 業 情 報 シス テ ムの事 例 研 究

1.銀 行における企業情報システム

企業情報 と銀行 の組織

企業情報システムを実際につ くって使い、そ してやめた とい う経験 から、 どうい う所 に問題 が あ

ったかについて述べ る。

まず、銀行 とい うものは ど うい うしくみになってい て、そ の中で企業情報 が使われ る場合、 ど う

い う所 が関係するのかを示すと次のよ うにな る。

●

1一 ー 一 一 「

1役 員l
l____」

【ll
「」一.「 」 一

1企 画い 業 務い 経 司
L___」L___」`____」

I

l

__L
「 「

作業班

良

調 査 審 査

＼
(計 算セ・タ∋ 「 ⊥一 ー 一「

1証 券ll不 動産1
L____1L____●

ll,1 ll 1 1

融営
業
費店

〃 〃 〃 〃 〃 〃

役 員が あり、その下にいわゆる本部機構 と言われ ている所 がある。本 部機構 と呼ばれ るものは、

他 にもある。例えば、総務、人事 などが あるが、企業情報 に関 しては必要 ないので省い てある。 こ

こで言 うのは、調査、企画、審査、業務、経理 とい うのが本部で、その他 に現業部門 として図の一

番下 のい わゆ る営 業店 とい うのがある。融資活動 とい うのは、金 を貸 す活動 を行 っているが、 ここ

の所 に企業情報が関係す る。その他 に証券部、不動産部な どが ある。銀行、信託銀行 ともに、営業

とい うのは大体 こ うい う組織で行っている。

調査 と審査 の違いは、調査は、その企業 が優良な企業、つま り金 を融資 して もよい企業かど うか
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■

とい うことよりも、その企業が いい企業 なのか悪い企業 なのか、 将来性が あるのか無いのかというこ

とを調べる所で あり、審査はそれに金を貸 した場合にメ リットが あるか どうか、つま りひ じょうに

利益がある所 なら、経営状態が悪化 している会社で も貸 して もよいとい うような ことを判断する。

また、例えば、 日銀 で全体の貸 出 し枠 を規制 しているような場合に、それの割りふりも審査で決める。

調査 と審査 とい っしよになっている所 もあるが、一般 的にはダ ブル ・チ ェックシステム といい、

分かれてい るところが多い。

企業情報 システ ムとデータ

各部の機能 を順 を追 ってい くと次のよ うになる。 まず会社 から営業店 の窓 口に、金 を貸 りたい と

い う申 しこみが ある。す ると、営業店 は、 この会社 はいいか悪いか調べて金 をつけて くれと本部 に

申請 する。本部では、 まず調査 が会社 の良し悪 しを判断 してレポー トを作 る。そのレポー トの中で

財務 指標 とい うのを くっつけ る。そ して財務諸表な り色 々な事 を考 えた うえで結論 を出 し、審査 に

回す。審査 では レポー トを見 て、この会社は貸 しても良いとい うことはわかる が、.つ いては貸 して メ

リッ トが あるか どうかを考え る。ひ じように大きな会社だ と貸 してもプ ライム レー トばか りつけら

れ て利益が上がらない ことが ある。 それ に反 して、ひ じように小 さい会社 だと高い金利 をふ って収益

が上 がるから、少 し危 な くても貸 した方が良い、とい うようなことを判断する。 審査 においても、財

務指標 を見る。 とい うのは、 もしこの会社が危ない と調査 で結論 した場合で も審査では危ない と思

うがメリットが あるので貸 したいとすると審査ではも う一度財務諸表などを引っ くり返 して調べ、

判断 を下 す。

融資の意思決定は、営業面からその店 として貸 して良いか どうかとい うことである。 また、支店長

権限で本部 に上が ってこない場合があるが、いちお う本 部に上 がってくる場合 には、支店 としては

貸 したい と考 えているとい うことで ある。 申請書 とい うのは あくまで も支店 と しては貸 したい。そ

こで本部の判断 を求め て くるとい うことである。

企業情報システムは以上 の ような しくみか ら信用調査 をや る場 合 に、相手企業がいいか悪いか を

判断するため に使 うとい うことが基本になって設計 された。

まず、 インプ ッ トデータ として考 えられ てい たのは有価証券報告書ベースのデータ、営業報告書

ベースのデータ、そ の他 のデータの三 つである。

最初 に有価証券報告書 ですが、これは どこの銀行 も、最初 は有価証券報告書 ペースが多かった と

思 う。 とい うのは、データの内容がひじ ように豊富で あり、精密性 とい う意味で企業分析 には使い

易いからである。ただ有価証券報告書ベース とい うのは上場会社 で あるが、銀行 の取 引先 におけ る
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上場会社 の占める割合 とい うのは必ず しも高 くはない。金融機関 にもよるが、 まあ40～50%で 、

あとは上場でない会社で ある。その場合には営業報告書ベースで使 う。

普通 の金融機関では取 引先 の企業 の営業報告書 は、大体 とってい るので、それをインプ ソトする

ことになる。ただこれはひじょうに内容についてはバラつきがあるし、各企業の 財務に関する恣意性 とい う問

題 もあるので、これをならす必要が ある。営業報告書ベースでや っている ものでひじよ うに代表的

な例 としては、 日経NEEDSの 営業報告書 ベースのデータがある。 これ も新聞記者がかな り調 べ

てデータの斉合性 を保 ってい る。その他 に営業報告書 も出 していない よ うな企業が ある。 それに営

業報告書 は大体取引先 ぐらい しか入手できないものだからそれ以外については興信所 などのデータに頼

ることがξ恰 多いのが現状で ある。興信所のデータとい うのはひじよ うに荒い ものだが横 に比較する

時 には小 さい企業 のデータが あった方がいい とい うこともあり、第三の手順 として考 えた。

実際 には、有価証券報告書ベース と営業報告書ベースのシステムづ くりまでは試みた。

InputeData

・有 価証券報告べース ー 財務諸表規則

(・営業報告書ベース・その他(興 信所等))　

{
インプ ッ トの一元化

情報源でのインプ ッ ト処理

次に、アウ トプ ッ トのデータとしては、B/S(貸 借対照表)の 要約 した もの、P/L(損 益 計

算書)の 要約 したもの、財務分析指標(売 り上 げ高回転率、総 資本利益率な ど)、 生産性指標、成

長性指標、資金運用表、お よび資金移動表な どを出 していた。

インプ ット・データのソースには先 に述べたように有価証券報告書、営業報告書 お よびその他 が

あるが、標準6表 は有価証券報告書だけか ら出てくる。

営業報告書ベースでは要約B/S、 要 約P/Lお よび財務諸表分析 まではだいたいできる。その

他のものを用いると、 これが・殆ん ど出ない場合が ある。有価証券ベース とい うのが一番網羅性が ある。

OutputData

標 準6表

(鷺 言+)

*
要約B/S

*
要約P/L

*財務分析指標
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■

生産性 ・成長性指標

貸金運用表

資金移動表

*大 蔵 省 検 査 用linesheet

に 転 用

それから、大蔵省 の検査用のライ ンシー トとい うのが ある。 このプ ログ ラムは大体 どの銀行 で も

つ くってい る。 これはB/S、P/L、 それから財務分析指標 の一部について出 さなければいけな

い。2年 に一度 しかない が、いちお うこの需要 があった。

次に、 このよ うななまに近 い ものにくらべれば少 し企業 の良 し悪 しを検討 するとい う観点か らス

コア リングを行 った。ス コア リングとは収益性、安 全性、生産性、成長性 につい てポイン トをつけ

て、規模 別のプ ラスアル ファな どを加えながら企業の良 し悪 しを判断 する材料 を作ることで あり、

い くつかの指標 で判 断 す る因子 分 析等 を や ってみるステ ップが ある。 その手法は色々 あり、 ま

た色 々試 み たが 内容 に つい ては結 局企業の優劣 を判断 するのを計算機 におきかえてみたい とい

うことである。

Scoring(1)

(鷺 計)

収益性

安全性

生産性

成長性

規模+α

■

Scoring(ID

企業モデル

優劣判断 因子分析他

計量経済モデル

S.D

■ スコア リングとい うのは有価証券報告書ベースで行 ってい る。だか ら営業報告書ベース とその他

とい うのはカ ッコ して あるのだがカッコの意味は、要 するにこれか らやろ うとい うか、途中まで し

か試みていない とい うことである。 とりあえず システムをつ くって しまって、 それか らデータを増

や してい く方針であった。次に、スコアリングの レベルであるが、 これはい くつかあるパ 国別企業

の判断 とい うのは、銀行 の場合は調査、審査、融資のいずれにおいて もいちおう必要で ある。
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調査 の場合は非常に細か ぐ判断 しなければ ならない し、審査 の場合は少 し観点が ちが うし、融資

の場合は大 ざっぱ にわかればいいとそれぞれ要求が ことなってい るが、個別企業の判断 とい うのは

必要で ある。 したが ってそれ につい ては企業 データが何 らかの形 で必要 とい うことになる。

個別企業の判断

業界 の判断

企業モデル

業界モデル

マク ロモデル

予測

予測

審
査

○

○

調
査

○

○

○

○

融
資

○

吟

業界の判断 とい うレベル にな ると融資は殆ん ど関係な くて、調査 と審査 しか関係 ない。それ を超

えて、例えば企業モデル と業界モデル までつ くって予測 まで考 えるとか、それか らマクロとミクロ

との接点 を考えるとか、 こうい った予測の問題 にな ると、殆ん ど金融機関では調査以外手 をつ けな

い。 したが ってニーズ も殆ん ど無い とい うことになる。

次 に、企業データのプロセス につい て述 べると、個別企業データ、これはデータベース として集

める。 そ してそれに加 工 して判断をする。 その判断 に基づいて方策 を決定 する。 これは概念的 なプ

ロセスで、その中で調査ではどこまで介入するとい うと、個別企業データを集めて、加 工 して判断 す

る、 とい う所 まで となる。 スコア リング までは自動的にやる。スコア リング とい うのはデシジ ョン

ではないが、ガイドラインを決め てしまえばデシジョンになる。スコア リング とい って も数量化分

析をや ってしまえば優良か不良かに分けて しまうか ら、結局判断になってしま う。

企業データ利用のプロセス

① ② ③ ④

個 別 企 業

デ ー タ

● 加 工

、

一 判 断 一 方 策

調査
個 別 企 業

デ ー タ
加 工 判 断一 一
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●

審査
個 別 企 業

デ ー タ

資金枠

融資構造

融資

営業店政策判断

口 機械

○ 人

●

審査は個別企業については、今までは内部 で蓄積 したデー タを使 っている。加工について も審査

は審査 の判断で加工 していた。 だか らそれは手で行 っていた。

加工 とは、資 金運 用 表等 を機 械 で作成す ることで あるが、そ の プ ロセス が 、人に よってちが

うとか、対象企業によってちが うとい うよ うな事 が大な り小 な りある。従来 は、ひじよ うに特殊技

能 とされ ていた。長い間調査 に従事 しカ ンも働 らき、そ して、 自分の判断で 自分の表 もつ くって、

その表 に基づい て判断 を下す とい うスタ イルだった。

アルゴ リズムが属人的 であるといえる。 それ力精 報システム化の問題 にひじよ うに大き くひびい

てきている。 自分の長い間の経 験 によるデータの作 り方だとか、加工の仕 方によらない と全 く自分

の判断が狂 うとい うことがある。

また、Aと い う人か らB社 を見るときはノー・ハウが凄くあるが、Aさ んに しかないのが問題 となる。

そこで不完全 でもAと い う入以外のCと い う人に も利用 できるよ うに何 とか したい と思 うが、Aに

とっては物凄い抵抗が ある。Aに はそれが生 きる道だからで ある。

この ように して、企業 の財務分析を部分的 に機械化 したとい うことになるのだが、実は、機械化

に よって人を置 きかえた というとそうではない。機械化 した とい うことは、今までやってたことめ他

に新 たに機械でやる ものが 出来た とい うだけで要するに資料が多 くなったとい うことである。
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本来 は最初の1.2.3.4の プ ロセスを全部機械化す るとい う話 があった。要 するに企業を調べて判

断 して、判断 したものに基 づい て金 のわ くまで計算 してしま う。 一部、それを行った銀行 があるら

しい。 この省力化 によって主に新 しい会社だ とかデータのそろっていない会社についてできるだけ

人力を投入 しよ うとする。 これはひじよ うに正当な考え方では ある。 しかしなかなかそ うはいかな

い。 それぞれの部所、部所 に必要な もの にバ ラつきが あるとい うことで、我々の場合にはこのバラ

つきを解決 できなかった。

●

情報 システムの特性

このことを、情報システムの特性 を速報性、検索性、網羅性 の3つ のファクターに分けて述べ る

と次の よ うになる。

速報性 とは最新 の情報 ということで、検 索性 とは必要 なデータがすぐ出て.くるとい うことである。 ま

た、網羅性 とは情報が多い とい うことである。役員の場合には、 ひじ ょうに仕事が多 く、色々な会

社の人々 と会 った りするので、その会社のアウトラインを知 りたい場 合が多 く、 したが って検 索 性が

ひじよ う.に必要 となる。 その次に速報性、網羅性 が必要 とい うことになる。調査では、網羅性 がひじ

よ うに必要で、それから速報性、検索性 となる。

審査の場合には、速報性 がひ じように必要 である。その理由は、審査は扱 う企業が多いので審査

だけで判断 するとい う企業がかな り多いからである。

融 資の場合 には、検索性 がひじよ うに必要で、速報性、網羅性 と続 く。証券の場合は、速報性 が

ひ じように必要 となる。金融機関 は大体の場合機関投資家 になってい るので、資金 を運用 するため

に企業データが必要 になっ てくる為、速 報性 が必要 とされ る。

この ように各部所 によって、ひじよ うに要求するものが異 る。

速報性 は入力 の問題で、検索性 はア ウ トプ ッ トの問題 で網羅性 はファイルの問題で全部問題 がち

が うと考 えられ る。

この3つ は相互に矛盾する ことが ある。例えば網羅性 と検 索性 とい うのは、情報量が多く、検索がスピ

ーディにで きる とい うことに なるが
、情報量 が多ければ、ハー ドとしては検索スピー ドが落ちること

になる。 もっとも機能がハー ド面で整備 されれば、 トレー ドオ フ関係 を解決できるであろ う。

チータの信頼性 の1つ は インプ ッ トの問題 にある。信頼性 を確保 する所 までできない。

いろいろチ ェソクシステムをつけてみるが、最初か ら入れ まちがえて しまうとチ ェックにかから

ない場合が多い。データの幅に よってひ っかけた り資金運用表な どをつ くった り、バランスシー ト

ー これは最後 にみな合 うよ うになってい るので 一 な どでチ ェックシステムを作 る。 もともと入
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●

役 員

調 査

審 査

融 資

証 券

経 理

性報

B

B

A

B

A

A

速 性索

A

C

C

A

B

B

検 性羅

C

A

B

C

C

C

網

■

ってくるデータの信頼性 につい ては、 もとが有価証券報告書ベースのものだから、 インプ ット段階

では どうしようもない。最初 のインプッ ト・ミス として例 えば流動資産の中で現金 と預金 とがあ り、

それを入れまちがえた とい うよ うなことが あった場合、 これは どうしようもない。

データバ ンクで一番むつか しい問題 とい うのは、データの信頼性 だと思われ る。データを信用で

きな くな ると、皆利用 しなくなる。

有価証券報告書 の内容 とい うのは、実際非常 に大きな情報量 を含んでい る。そ して企業 について

の情報 に対 する要求は限 りな く増 えるので これ をどのよ うに解決 するかがひじよ うにむつかしい。

勿論、果 して財務データ以外のデータを入れたら企業判断 をす る能力が向上するか ど うか も問題で、

現実問題 としては向上 していない。

したが って財務デ ータ以外 のデータの範囲 とい うのは、ど うい うものなのか。結局限 りなく入れ て

いい もの なのか。これらをどういう風に考 えた らいいかということが ひ じようにむずか しい問題で ある
。

金融機関や他の企業でも、財務データを使おうとは しているのだが、それぞ れ用途がちがうか ら、どの

くらい まで入れた らいいか とい うのが、データバ ンクとしては問題である。デ ィシジ ョンは無理だ

が、いわゆ る判断 の資料 をどこまで入れ るかとい う問題で ある。 デ ィシジ ョンする入は 護れに して

も何 もな くては、判断はできない ので、やは り新聞な どを読んで行 っている。それをどこまで入れ

るか。当然有価証券報告書の ところまでは、判断の当たる確率は高い。それ以外になると個別に よ

ってちが うので当たる確率 はず っと低 くなる。

また、有価証券報告書 を使 って、これは伸びてい る会社 だと判断 するのはできる。 しか しこれは

伸びる会社 とい う判断 はできない と思 う。

もっとも伸びる会社 か伸びない会社 かの判断 とい うのは小 さな会社の場 合は人 で、社長 と副社長

を見れば わか ると言 ったこともあろ う。小 さい会社 の場合、データばか りではない。

そ こでむ しろ会社 の概要 とか工場の所在地 とかの項 目の価 値とい うのが逆に高まってくる。過去のす
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う勢 と して の利 用 では な く全 然別 の意 味 で、ひ じように戦略的に使 うような使い方とか、い ろ

い ろできるとい う意味で、財務データを集 中的 に入れ てい たのは失敗だ った とい う風 に思われ るの

だが、む しろ、戦略的 に使 えるデータがあると、企業データとして入れ ていた方が結局は役に立 っ

たのではないかとも思われ る。

企業情報 システムと経営科学

財務分析指標 などをただ機械にお きかえるとい うだけで、要するに手でやっていたことを機械 にお

きかえた とい うケースから、ディベロ ップメン トを主体 とした経営分析の手法 の開発 とい う面か ら、

色 々な見方で試行錯誤を行 った。

例えば、つぶれた会社は、過去 にはど うい うデーータだったか とか、そ うい う分析 とい うのはでき

る。つ まり、経験値 を利用 して多変量解析 をす るとい うことを行 った。

その過程でパターンに分けてみた り色 々や ってみたのだが、いざ会社がつぶれるとい うのは、そ う

い うことでない要因 というのが50%以 上 もある。経営者がひじ ように悪 くていっぺんにつぶれ てし

まったとか、 あるいはマ クロの波 が押 し寄せてきてつぶれたとい うよ うなことが あった。

結局、財務データ とか今 までの企業のデータで会社 の判断 に寄与 する部分とい うのは50%の 確

率で あり、 あとの50%は ち がった要因だとい うようなことが ある。しか し、それを実際 にやってい

る人達 が、 この50%の 確 率で会社 が判断でき るのなら使い ようがないではないか とい うのが、 日

本の場合一番問題 になっている点で ある。我 々の場 合、多変量解析 をや って会社のいい悪いに分け

た。そ して80%当 た った。20%は 経 験 と比較 して当 たらなかった。 その次にや った ら90%ぐ

らい当たった。 しか し結局20%、10%の 問題 でだめだ とい うことになった。つま り企業は、全体

で くるのではな く、例えばA企 業 を調べ て下さい ということになるが、当たらない ことがあるというの

はもうだめだ とい うことになる。

この話 をアメ リカ入 に話すと、これはひ じように大変 な事だ と感心 する。アメ リカ人 には、 こ う

い う考え方 でや るとい うのがわか るとい う。

職人芸 だ と結果論 としてはおそ らく、 この よ うな数字 ではな く、感覚的な数字を言えば零コンマ

い くつ とい うひ じように小 さな数字 となろ う。これ はデータの限界 と、 もうひ とつ環境が変わると

い うことであろう。

ただ、今 の日本で一番 問題なのは、そ うい う確率論的に当たれば、かな り仕事 が進むということが

無い とい うことで あろ う。結局、 こうした ものはなかなか使えない。

こうい う論理 でつ くっ ては まだダ メなので あろ う。ア メリカがいい とい うのは基本 的には、 トレ
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一ニ ングの され方 が全然ちが うとい うのがひ とつ
。 もうひとつは、 日本では、人がいっぱい余 って

いるとい うこと。だか ら、アメリカでは、一人 のバンカーが ものすごいエリアで、ものすごい沢山の企業

を拘 えている。一人 のア カンタ ン トがやる。そ うすると一社、一社 を職人芸 的にやってい られない。

かつまた、 ビジネス ・スクールで、確率の判断の教育を受けてい る。だか ら、自分で、どれを見な ぐて

いいかの判断か らまず始める。そ して、こ こで言 う20%の 部分だけは 自分がやるとい うことになる。

一人が100の 企 業 を持
っていれば、 これで8割 成功 すれば も ういい ことになる。

日本 の場合の考 え方は、例えば100の 企 業を持 ってい るとす る。そ して、判断 の正 しさが80で

20が マ イナスだ った場 合、20マ イナスの方を評価する。 この人は20マ イナスを したとい う考

え方である。

アメリカは80プ ラス した方が見 られる。そ して、80プ ラスしたのだから20マ イナス した って、

どうとい うことはないでは なはかという風 にな る。 しか し日本は全然ちが う。銀行 の場合は、特 にそ

うだが落 とした方 が問題 になる。

ρ

2.ガ ス 事 業 に お け る企 業 情 報 シ ス テ ム

ガス事業における組織

ガス事業 にお ける情報 システムについ て述べるまえに、情報システムの前提 となるガス事業の組

織の概略 を説明 する。

組織は図1に みられ るように、企画室、営業部、工務 部、システム、勤労部、経理部 などで構成

され ている。

各部の機能 にっい てい えば、企画室は、全体企画、調査を遂行 する。 全体企画 といっても、各部

から積み上 ってきた言十画 をまとめ ることが主 である。すなわち、積 み」二げ、全体調整、 あとは将来

に対する調査 とか、長期計画が主 で ある。販売関係 と導管投資は、営業 と支社 とで行 う。

支社 は、 ガスの供給エ リア内 に、四つ ある。支社 と本社の下 に営業所 がある。 これが実際の販売

活動 を し、その数は16あ る。

営業所 の下にサー ビス店 があ り、 これ は、営業所 とは別 に地域的 に器具 売 った り、需要家のため

にガス工事等をする。

工務部の下には工場が あり、工場は全部で五 つある。 その他 に計算機関係 は、システ ムセンター、

人事関係 は、勤労部あとは経理関係 とい う内容 になる。

支社 と営業部は同等 の関係に ある。情報 の流れ としては、営業所→支社→営業 部 と流れ てい るが、

予算権 は支社が持 っているので、結局、同等 で、営業部の下 に支社 があるとい うことではない。
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図1 ガ ス事業 における組織
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ガス事業 における経営計画

ガス企業におけ る企業情報、 システ ムとい うのは、 ガス企業におけ る経営計画、情報 システムを

中心 に形成 され てい る。企業情報 システムを開発 してゆ く時 に、い ったい どうい うカテ ゴリーで情

報を集め るか とい うことが問題になった。

その時 に、情報をただやみ くもに集 め ても使い道 がないだろ うとい うことで、 やは り計 画単位 に

情報 を集め てゆかな くてはダ メだろ うとい う結論 に達 した。

経営計画単位 に情報 を集 めるとい うことは、情報 が非常 に分散化 され ることを意味する。要 する

に、後述 するが、短期経営計画 とい うのは、部単 位にある計 画を積 みあげたものが、総合計画 とな

る。

そ うい う意味で、経営計画 に対 して情報が決 ってくるとい う因果関係が あるとすれば、情報 が分

散化 され る傾向に あるわけで、従来のMISの 様 な情報の一元化 とい うことはなかなかできないだ

ろ うと考えられ る。

そ うい う意味で、企業情報 システムの基軸 に経営計画を持 ってきた とい うことは、逆 に経営計画

からど うい う情報 が必要 かとい うことが一意的 に決定 され ることを意味する。

、、

一76一



、

■

長期経営計画 と短期経営計画

ガス事業における経営計画を考 えると、一つは長期経営計画、 これは5ケ 年か ら先 の計画を指 し

ている。 もう一つは、短期経営計 画、 これは5ケ 年内の見通 しをつける もの、この二 つに分れる。

長期経営計 画には二つ あり、一つは、環境予測 と経営状態予測 と二つに分れる。環境予測とは、

一つには経済成長、都市人 口、都市 ガス潜在需要予測、ガスエネルギーの需要 が どれ位 あるか とい

うこと、エネルギーの需給予測、エネルギー全体 の需給バ ランス、民生用需給のバ ランスはど うな

るか、消費構造 の変化な どの予 測 を意味する。 これに対 して今、モデルができてい てモデルに対応

してデータが取れそ うなのは、都市人 口予測で、人口配分モデルでつ くられ てい る。 これ に対応 し

たデータ とい うのは完全ではない が、集 ってい る。 あとの ものはモデル化 され てもいない し、 きち

っと明確なや り方 とい うものが、セ ッ トされ てい ない。

ρ

経営計画モデル

長期 の経営状況 の予測、 これ には、経営計画モデルがあって、 これでだいたい予測で きる。経営

計画モデルがど うい うものかを書いたのが図2で ある。

図2長 期経営計画モデル
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簡単 に説 明すると、販売量予 測モデルは、ガスの販売量 予測 するモデルで全体需要 を把握 し、

地域配分モデルは、これは行政区画単位に販売量を配分 してい くモデルで ある。

それからどの よ うに導管 をひいたら良いか とい う導管投資のモデルがある。(こ れは需要家 を取

るためには導管 をひかな くてはな らないので、そ うい うモデルが必要 となる。)図 の右 の方には、

需要 を満 たすための生産 をしな くてはな らないから、そのための製造設備をっ くる、そ うい う計画

モデルが必要 となる。

そ して、最終的に総合収 支モデル とい うものがあって、 これ全体 で一つの経営計 画モデルができ

あがる。 このモデル に必要 な入力パラメーター とい うのは、図2に 書い てあるよ うな もので、 これ

が新 しく取 る需要家件数、器具 の販売台数 とか、導管 の単価 とか、原料の単価 とか、増資計画 とか

いったものが含 まれ る。

、

7

経営計画モデルのために必要な情報

経営計画モデルは前述 の如 くであるが、 このモデルに必要 な情報 がい くつ かある。長期経営計画

モデルによるシ ミュレーシ ョンのための必要情報、その内容 につい ては図3に 示 してある。 この必

要情報は主 に社内情報 に限定 してある。 図を説明す ると、 まずモデルが5つ あって、それに対 して

情報が対応 する。情報源は、情報名 の下 に明示 され てい る。情報 の内容 を説 明すると、調定件数 と

い うのは、いわゆ るガス料金 として確定 している件数 をい う。調定 一件当 りの販売量、 これは一件

あた りどれ位ガスを使 うか とい うデータ、それから行政区画別の需要家件数、 これは、行政区画 あ

た り需要家 がどれだけあるかを示 すデータ、 さらに撤去率は需要家 で毎年止め てゆ く数 を示す。 こ

れらのデータはCISと い うシステムから得 られる。すなわち、ガスタマー ・イ ンフ ォメーシ ョン

・システ ム(CIS)か らデータを抜き出してやればモデル に対応 する情報 が得 られ るとい うこと

で ある。現在 の所、個 々のモデル と情報源 としてのCISが 持 っているファイル とは必ず しも対応

は してい ないが、将来は こ うい う形 でつな ぐことができる。その他に も、例えば今、総合器具調査

とい う調査を してい るが、それか ら得 られ る情報 として器具 一台当 りの使用量 とか、器具の普及率

とか、市販器具 の普及率 があり、それ をペースに して、モデルに情報 が提供 できる。

その他、装置工事 の収 入単価(ガ ス管引 くときの工事 の単価、費用の単価)等 につい ては、装置

工事 システムが あり、そ こか らデータが提供 される。

器具 の収入単価、費用単価 、これビは器具の販売システムがあって、そこで計算 してい る。

それか ら、 ピーク 日の送 出量 で製造設備が決定 され るが、その基本 となるピーク日、割合、そ の

他にガバナー送出量(要 するに電気でい うところの トラ ンス あた りの送出量)、 原料ガスの発生量
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(こ れ は原油1ice当 り、 どれ位ガスが出るか とい う一つの原単位)、 歩留 り、Utと か、単価、そ う

い うものがTGCSと い うシステ ムと原料システム とか らでてくる。それからあと需要本支管の単

価(こ れはガス管 を敷設 する時にい くら工事費がかか るか とい う単価)そ うい うものはこの本支管

システ ムから提供 される。要本支管の延長、 これは行政区 画別 にどれだけガス管 が埋 っ ているか と

い う情報、 これはこれ から開発する予定 であるが、導管情報 システムから提供 される。 ガバナ ー の

単価 とメーターの単価 は貯蔵 システムから提供 され、勤労システムから人件費単価、経理 システム

からは道路修繕費単価等 が提 供され る。既存 のシステ ムか ら情報 を抽出すれば、 このよ うな情報 フ

ァイルがで きてき てそれ をベースに長期経営計画は一応 ランでき る。長期計画 に関 しては、 こ うい

う情報 の抽出形態 さえ整 えば、 一応企業情報 ファイル としてのデータの確立 はで きるわけです。内

部情報 としてはできるだろ うとい う見通 しがたつ。

経営計 画モデルの問題 点

経営計画モデル の問題点 とい うのを あげれば、一つにはモデル 自身にフレキシビリテ ィとい うの

がない。 時に、細い政策 を取 り得 ない とい う欠点 があ り、現在 のよ うにめ まぐるしく状態 が変 ると、

モデル にあらかじめ条件 を沢山セ ットしておけないか らモデル 自身を変え ていかなきゃな らん とい

う問題 点がで てくる。

つぎにデータ収集方式 の不確立 とい うことが ある。 これは まだ システムとしてデータを一元的に

抽 出するようなそ うい うシステム構成が まだ され てい ない。これ ができないのでデータ収集方式 が

まだ確立 され ていない とい うことが ある。

'
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図3経 営計画モデルのために必要な情報(社 内)
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短 期 経 営 計 画

短期 の経営計画 とは、い くつか に分かれ てい て、全部積み上 って、ひ とつ のものとなる。 ど うい

うものが あるか とい うと、一つは基本計画、その中には需喪家 の新設計画 とい うのが ある。 これは、

来年度新 設の需要家 を何 件 とるか とい うことを決 める計画である。来年度 のガスの販売量 をい くら

にしたらよいか、 とい うガス販売計 画、 ピーク日の送出量予測 とい うのは、本当 はピーク 日、ピご

ク時の予 測なのだが、2月10日 前後 のガス とい うのが一番消費 される。 しか も10日 前後 の夕方

の7時 が一番消費 される。 ピーク 日のピークアワーにどれ位 出るか、とい うことで、後の設備計画

が決 まる。 これ は電気 も同 じである。そ の中にピーク日の送出量 とい うものを予測 しなければなら

ない。

そ の次に製造設備計画、これ を来年度 のピークの送出量の予測 に合わせて、いったい、製造設備

をい くらつ くったらよいか、 とい う計画で ある。 あとはガスのホルダー計画、これは、ガスの送 出

量 とい うのは時間別 に異 り、夜 の7時 ごろがピークだがホルダーがあるのでホルダー の分だけ夜間

にため てある。 このためた分を夜はき出すことになっている。 その蓄積分だけのホルダー容量 がい

ることになる。

以下、短期経営計画の内容 は下表のよ うなものがある。
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新 設 計 画

新設計画を特 に取 り上げたのは、非常 に、システム化しず らい、情報 が集めず らい とい うことで

取 り上げ た。新設計画 としては、下表に あるような9項 目、新設需要 としては9種 類 ある。1番 は

日本住宅公団 の都営新設計画、 この情報源は、日本住宅公団、住宅供給公社。 ビル ・マ ンシ ョンの

建設計画、 これは大手デベ ロッパー、建築事務所か らの情報、宅地造成、分譲地開発、 これ も大手

デベ ロッパーと建築事務所か らの情報、既存市街地の集団、 これ をもとに行政区単 位の人 口予測 を
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する。 これは各 々、 ある地域 の住民かまとまってガス利用 を申 し込 んで来る訳で必ず しも予測通 り

行 くとは限 らない。

既成集落 とい うのはや は りすで に導管が周 りに引い てあるようなところで集団で申 し込んで くる。

その場 合で も、導管を引かな くち ゃいけない場合が5で あって、導管を引かな くてもガスを供給で

きるのが6、 そ うい う需要家形態が ある。その他 には、地域冷暖房需要等、大口の工業需要 とい う

のがある。

新設需要の形態

① 都営、県営、住宅、 日本住宅公団

イー一一日本住宅公団、住宅供給公社

② ビルマンション

大手デベロッパー、建築事務所

③ 宅地造成、分譲地開発

大手デベロッパー、建築事務所

④ 既設市街地の集団

行政区単位の人 口

⑤ 既成集落(導 管敷設有)

⑥ 〃(導 管敷設無)

⑦ 地域冷暖房需要

⑧ 事務所冷暖房需要

⑨ 大口工業用需要

令

●

情報収集の困難性

この新設計 画に関 しては、そ の情報収集 が非常 に困難で ある。 システム化 しず らいとい う面が あ

り、一つにはそのクチコ ミ方式(FacetoFaceInformationGathering)で ない と情報 の

収集 ができない。 住宅公団、住宅供給公社で計画 を発表 してしまった時 には情報 の価値 がなくなっ

てい る。発表 する前にデータと して入手 しない と価値がな くなるとい う面が あって、システム化 し

ず らい、 ビル ・マ ンシ ョンで も全 く同様、建築事務所 が計画を発表 してしまった ら、その時は もう

遅い。その前に、何 とか顔のつなが りか何 かでそ のデーターを入手 したい。これが短期経営計画 の

中の新設計 画の情報の収集 の困難性 である。
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器具販売計画

① 器具の普及率

② 〃 買替率

③ 〃 市販率

市場調査

〃

〃

?

普及率率 とは、今 どの位器具 が普及 しているか、買替率 とい うのは、同 じ器具 を買換える人 がど

の位い るか、市販率 とい うのは、東京 ガス以外の市販 の器具 がどれ位 あるか、 といった情報、そ う

い うものは社内情報では得 られないから全部市場調査 をしている。

短期経済計画の問題点

① 外部情報 の依存度 が高 いため、経験、勘 に頼 っているものが多い。

この うち、 ある程度 までは、小地域情報 システム等 で補足で きるもの もあろ うがローカルな

課情報 のシステム化は難 しかろ う。

② 内部情報 は、販売戦略 には活用できないものがほ とん どで ある。

'

結局、経営情報 フ ァイル として、3の 計画単 位を見てい ると、やは り外 部情報 の依存度 がだいぶ

高い。

生産計画だけは、内部情報だけでLPモ デ ルでとける。 その他の ことは、ほ とん ど外部情報 で、

経 験 とか、勘 とか、クチ コ ミ方針でやっていかない と、 とて も情報 が得 られないとい うのが多い。

これ に対応 する方策 としては、いわゆる、メッシュで区切 った小域情報 システムみたいな ものがで

きれば、この うちかな りのものが充足 され る。 しか し、本質的な ものはダ メであろ う。情報の迅速

性 とい う面か ら見れば、 とて も対応 でき るものはないだろ う。企業 の内部情報 とい うのは、集めて

みて も、前向 きの戦略 には全然使えない。

最後に、経営計画フ ァイルを分散化 して持 ってい く場 合に、いったいその各計画単位毎 にどうい

う情報 がい るか、 とい うことを図に示 した。

上側 が計画単位、下側がその情報源で ある。

現在、 このモデル に対応 するフ ァイル を作 ろ うと計画 中だが、情報 としての使用 目的が確立 しな

い とファイル を作 っても意味がない。

すなわち、計 画が しっか り固 り、モデルがある程度定着 してい るものに関 して作っていかな くて

はならないだろ う。そ うすると、我々が今 のところ手 がけてい くのはガスの販売計 画、製造計 画、
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これは もうできている。 あと、人員、計画、その辺が一つの当面 目ざしてゆ く方向 になってい る。

全体 としての社内情報 をまとめ るような経 営情報 ファイル とい うものは、当 面は とてもできないの

ではないか。 目的がはっき りしない ままに作 って しまっても、 おそ らく何が何だかわか らない もの

になってしまう。モデルがきち っとしてい るものは、それ に対する情報 も明確 にな るし、情報 のと

りだ し方もきち っとできるし、情報サービス もできる。逆の場合、情報 ファイルは一度 にはとて も

できない。

●

、
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あ と が き

一 デ ー タバ ン ク及 びデ ー タ開発 研 究 の回 顧 一

こ の報告 書 は昭 和47年 度 と48年 度 の2年 間 の デ ー タ開発 委 員会 の結 論

であ る と と もに、 そ の 以 前 の44年 度 か ら3年 間 研 究 を行 っ て きた デ ー タバ

ンク研 究 の最 終結 論 に も該 当 す る。 した が っ て、 この5年 間 の研 究経 過 をふ

り返 っ てみ て、 そ の 問題 点 を率 直に記 録 して お くの は 、 この報 告 を理 解 し て

頂 くた めに 意義 が あ る と考 え られ る。

デ ー タ バ ンクの 研 究 を始 めたの は、 当 時 世 に喧 伝 され て い たMISを 実 施

に移 す た めに、 そ の基 盤 として デ ー タバ ンク を必 要 とす る と考 え られ た か ら

であっ た 。

しか し、 デ ー タ バ ンク とは何 か 、 また そ の研 究 の 進 め 方 に苦 慮 し、 研 究 委

員会 を組織 す る前 に学 識 経 験 者 の 懇談 会 を3回 開 催 し、 実情 紹 介 を中心 と し

て 自由討議 を行 っ た。(昭 和44年10月 デ ー タバ ン クを め ぐる討論 参 照)

研 究 委 員会 と しての最 初 の 活動 は、 昭 和44年12月6、7日 に シンポ ジウ

ムを開 催 した こ とで あ る。 これは委 員 会 の メ ンバ ーの 外 に、 赤 司 正記(日 本

経 済 新 開)、 伊 大 知 良太 郎(一 橋 大学)、 今井 賢 一(一 橋 大 学)、 中園 道 男

(野 村 総 合研 究 所)、 武 藤 正夫(日 本 長 期信 用 銀 行)等 の諸 氏 に 討論 に参 加

して も らい、 非 公 開 で2日 間泊 りこみ現 状報 告 を も とに徹 底 した 討論 を実 施

した。 この時 の議 論 の草 は情 報 価値 の理 念 が確 立 し なけれ ば、 デ ー タバ ンク

は成 立 し得 ない で あろ うとい うこ とで あっ た。(研 究 資料%1デ ー タバ ン

ク シ ンポ ジ ウム参 照)

続 い て、 昭和45年3月 に ア メ リカの デ ー タバ ン ク実情 調 査 の ため に調 査

団 が 派遣 さ れ た。 この チ ー ム は何 で も 見てや ろ うの精 神 で各 方 面 を精 力 的 に

歩 き回 っ た。 理 想 として設 計 し よう とす るデ ー タバ ン クか ら 見れ ば、 ア メ リ

カで もいま だ過 渡期 にあ る ものだ が、 デ ー タ ・マネ ジ メン ト ・シス テ ム の技

術 あ るい は オ ン ライ ン ・シス テ ムの普 及 等 では 、 わ が国 とは 格 段 の差 の あ る
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こ とを確 認 した。(研 究 資 料%2ア メ リカの デ ー タバ ン ク参 照)

これ らの研究 の 結果 、44年 度 中間報 告 では(1)シ ス テ ム開発(2)情

報 の価 格 形 成(3)情 報 ネ ッ トワー クの3つ の 問題 提 起 を行 った 。(研 究 資

料%3デ ー タバ ンク研 究 に関 す る中間 報告 参 照)こ の 段 階 に お い て、 最大

の問 題 点 は各 委 員 の デ ー タバ ン ク に対 す る イ メー ジが そ れぞ れ違 った まX研

究 が進 め られた こ とで あっ た。

2年 目の 昭和45年 度 も ヒヤ リングや文 献調 査 に よる事 例 研 究 が 重要 視 さ

れた。 と くに、 高 瀬委 員 か ら提 案 され た カル フ ォル ニ ア州 の デ ー タバ ンク に

注 目し、 同 州の 財 務 長 官特 別 補 佐官M.F.マ ク ドナ ル ド氏 に調 査委 託 を行 っ

た。 同 氏 は下記 の2報 告書 を46年2月 に提 出 した。

1.PublicSectorDataBankandDataProcessinginCalifornia

2.TransportationPlaminginCaliforniaandtheUnitedStates

マ ク ドナ ル ド氏 は46年4月 に、 東京 の研 究 委 員会 に出席 し、 上記 報 告 に

つ き討 論 を行 った 。 当 時 カル フォ ルニ ア州 の情 報 シス テ ムは わが 国 で も有 名

で あっ たが 、実 際 に その 設計 と実施 に 当 っ た人 が、 如 何 に根 気 の い る、泥 く

さ い努 力 を して い る か に、 委 員 た ちは 大 き く評 価 した。(研 究 資 料 拓5カ

ル フォル ニ ア州 の デ ー タバ ン ク参 照)

45年 度 の研究 報 告 は、 日本 とア メ リカの デ ー タバ ンク事 例 の と りま とめ

と評価 を行 なっ た。 ま た、 デ ー タ バ ンク に関 す る技 術 理 論 の集 大 成 を試 み た

が、 これは 中井浩 委 員 の御 尽 力 に よる もの で あっ た。(研 究 資 料!15.6デ ー

タバ ンク研 究 報告 参 照)

3年 目(46年 度)に 入 っ て、 デ ー タバ ンク研 究 の進 め方 に つ い て、.委員

間 に、 もっ と基礎 的 な研 究 を続 け るべ きだ とい う意 見 と、 この よ うな 問題 は

実 践 を通 して研 究 を 行 うの が適 してい る とす る意 見の 論 争 が あ った 。 い ず れ

に して も、 今 ま で の研 究 成果 を発 表 す るた め に、47年2月22日 か ら3日

間 、 「デ ー タバ ンク の設計 と運 用 」 と題 した シ ン ポ ジ ウ ムが開催 され た。 数

多 くの聴 衆 が 参 加 さ れ、 ま たそ の質 問 か らデ ー タ バ ン クが現 実 の 関心 事 で あ
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る こ とを知 る こ とが で きた。(CUDIイ ンフォ メーシ ョン19724月 号

参 照)

4年 目(昭 和47年 度)か らは デ ー タバ ンク研 究 委 員会 を改組 してデ ー タ

開 発委 員会 を組 織 した。 これ は デ ー タ バ ンク の研 究 に結論 が 出来 て 、 次 の研

究 テ ー マ に移行 す る こ とを意味 す る もの では なか っ た。 む しろ、 結 論 を急 ぐ

よ りも原 点 に戻 っ て考 え 直す べ きで ない か、 つ ま りこれ ま での デ ー タバ ン ク

研 究 で は、 デ ー タは所 与 の もの と して研 究 を進 め て きたわけ で あ るが 、 今 度

は デ ー タそ の もの の解 明 に取組 む こ とに な っ た。

この 視 点 か ら研 究 を始 め てみ る と、 利 用 者 のデ ー タ ・ニ ーズ を満 す た め に

は 、 デ ー タの収 集、 蓄 積 さ らに利 用 ま でを一 貫 的 に 研 究対 象 と しな けれ ば な

らな くな った。 した がっ て、 デ ー タ開発 を広 義 の 意 味 で捕 え、 それ を 実 現す

るた めの 問題 点 を整理 し、体 系 づ け て一 つの フ レ ー ム ・ワーク にま で ま とめ

た のが47年 度 の研 究 報 告 で あっ た 。(デ ー タ開 発研 究報告 昭和48年3

月参 照)こ の報 告 書 は よ く消化 され てい な い き らい は あるが、 デ ー タ問題 の

解 明 に と りかXる 姿 勢 や 手順 を示 す もの と して意義 が あっ た と思 う。

5年 目(昭 和48年 度)に なっ て、 漸 く委 員 の 間 に デ ー タバ ンクに 対 す る

イ メー ジが変 っ て きた。 これは デ ー タ問題 に取 組ん でみ て、 オ ール マ イ テ ィ

的 な デ ー タバ ンクの 非 現 実 さ に気 づ いた か らで あ る。

総合 的 デ ー タバ ンク の構 想 は 、す で に わが国 で も幾 つか 発表 され、 世 間か

らそ の 実現 を期 待 され て い る。 しか し、 当研 究 委 員会 としては 、 む しろ そ の

逆 方 向 に あ るネ ッ トワ ーク につ な が る分散 型 デ ー タバ ンクが、 今後 の デ ー タ

バ ン クの あ り方 で あ る とい う結論 に達 した。 デ ー タバ ンク は ファ イル の 相互

利 用 を前提 と した社 会 的流 通 シス テ ムそ の もの だ とす る認識 を得 た わ け で あ

る。 この結 論 に達 す るま で に5年 間 の道 草 を した と もい え よ う。

本報 告 に 見 られ る よ うに、 デ ー タ開発研 究 の到 達 点 は利 用 者 に とっ て利 用

価 値 の高 い情報 シス テ ムの実 験 とい う こ とに な っ た。 こSで は 企業 情 報 シス

テ ムの例 を と りあげ た が、 これ は た また ま よい 実験 材 料 が あっ たか ら採 用 し
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た にす ぎな い ので あっ て、 そ の ほ か に も生活 ベ ース の社 会 関 連情 報 システ ム

も検討 した の で ある。 世 間 に公表 さ れ てい るパ ブ リ ック ・デ ー タ ・フ ァイル

と、 時球 情 報 や機 密 情報 を必要 とす るプ ライ ベ ー ト ・デ ー タ ・フ ァイ ル を結

びつ け て利 用 で き る こ とに よっ て、 利 用 者 は デ ー タニ ー ズ の満足 に格 段 の 前

進 を 見る こと にな ろ う。

上記 の よ うに、5年 間 の研 究 経 過 は試 行 錯誤 の道 で あっ た。私 た ちの研 究

委 員会 は企 業 や団体 での デ ー タ利 用 者 、 統計 学 者 そ れ に コ ン ピュ ー タ技 術 者

か ら構 成 さ れ、 古 いけ れ ども新 しい デ ー タ問題 につ き、 社 会 的 に、 技 術 的 に

あ らゆ る角 度 か ら検 討 を加 え た。 したが っ て、大 ぶ ろ しきを拡 げ た問題 提 起

を行 っ て きた が、最 最後は デ ー タバ ンクの 理 念 を確立 し、 そ の運 用 の た め に欠

くこ との で きない 「パ ブ リック ・デ ー タ ・フ ァ イル とプ ライベ ー ト ・デ ー タ

フ ァイ ルの 結合 」 に しぼ っ て、 実 験 を試 み た もの であ る。

この技 術 の完 成 と実 用化 は 今後 の 課 題 と して残 され て い る。

惚

リ」

西

口
惚

,

ぷ

一90一



巨

邑

,」 『

}書 名デ禰 継 の離[〈 踊餅
`一 随 ・'』砂エ享止 匠a顕 一 ゴヨ 組緒磁

〆

所 属 帯 出者 氏 名 貸出日
返 却

予定日

縦
返却日

・t





●

5



4、

↓

'
`

い

,、

㍉

【

「

〔

㍉

、

吟

W

(1

 

〆

メ

、

'

〉

、

'、

 

・」

、

吟
7

、

、

〆

◎

'

㎡

人

`v

グ

.

≠

〉

/

㌶

ψ

〆、

、

イ

'

〆

"

.

⑳

、

7

■

㌔

'

メ.

、

、

へ

「

'

,

"

ρ

♂

戸

ノ

'

1ぐ

↓

、

r

〔1

.

ノ

、'

芦"

 

'

」

、

、

、

、

マ

'

、

、

'

◆

「

↑

、

!

7

手

'

s

ず

r

、

〆

猪.

夕

、

、

、

wσ

4

'

㌔

、

参

∠

、

、

.

'

/＼

糸

＼

〉

r

卜

、

可

、

'

」

、

'
へ

'

〉

'

,

'

'

''

、

」

ロ

今

0

'

'、

、

◆

、

◆

♂

'令

息

'

'

.

レ

(

(

^

了

'

W

ー

S

・

〆

、

〆

〆

↓

'馳

「

う

℃

、

」

'

'

'

泌

魂

,
4

智

号

才

,
・㌦
ψ
㎏
已

W
パ
川
は
〉
パ
ー

、万

‥
い
"
・ち
岬
〆

い
、㍗

r

'

ト

'

z

「
†

、

-
傷

畠

'

々

」

、
、

・

マ

司

,
r

'
(

、
'

』
」

・さ

♂
●

M
e
〔
京
転

ヤ

'
ー

。

戸
7
キ
之
ソ

が
㎏
詠

い
'

イ

シ

や

〆

(

筆
㌧
プ

】

.一
▽

"

占
・
〉

、
㎡

,

p
、牢
ド

W

揚

力


